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調 査 の 概 要 

 

１ 調査の目的 

労働者派遣の実態等について、事業所側、労働者側の双方から把握し、労働者派遣法改正前後及び

リーマンショック以降の実態の変化の把握も可能とすることで、労働者派遣制度に関する諸問題に的

確に対応した施策の立案等に資することを目的とする。 

 

２ 調査の範囲及び対象 

（１）地域 全国 

（２）産業  日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改定）に基づく次の 16 大産業 〔鉱業，採石業，砂利

採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸

売業，小売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、

宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のう

ち家事サービス業を除く。）、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス事業、サービ

ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）〕 

（３）調査対象 

ア 事業所調査 

上記（２）に掲げる産業に属し、５人以上の常用労働者を雇用する事業所のうちから、無作為

に抽出した事業所 

イ 派遣労働者調査 

 上記アの事業所調査の調査対象事業所において就業している派遣労働者 

 

３ 調査対象数、有効回答数及び有効回答率 

（１）事業所調査 調査対象数 16,833 事業所 有効回答数 11,092 事業所 有効回答率 65.9％ 

（２）派遣労働者調査  調査対象数 12,350 人 有効回答数 8,407 人 有効回答率 68.1％ 

 

４ 調査の対象期間及び実施期間 
平成 24 年 10 月１日現在の状況について事業所調査は平成 24 年９月 28 日から 10 月 15 日までの間

に、派遣労働者調査は平成 24年 10 月 12 日から 11 月 30 日までの間に調査を実施 

 

５ 調査事項 

（１）事業所調査 

事業所の属性に関する事項、派遣労働者を就業させる主な理由、派遣労働者を受け入れない主な

理由、派遣労働者の業務、派遣契約件数、３年前と比べた派遣労働者数の変化、派遣先責任者の人

数、過去１年間の教育訓練・能力開発の実施の有無及び内容、過去１年間の労働者派遣契約の中途

解除の有無及び理由、過去１年間の派遣労働者からの苦情について、派遣労働者の正社員登用制度

について、紹介予定派遣について、請負労働者について、今後の労働者比率の方針 

（２）派遣労働者調査 

個人の属性、これまでの派遣就業に関する状況、現在の派遣就業に関する状況、派遣元・派遣先

への要望、紹介予定派遣について、今後の働き方の希望 
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６ 調査の方法 

（１）事業所調査 

事業所票を厚生労働省大臣官房統計情報部から調査対象事業所に郵送し、調査対象事業所が記入

した後、厚生労働省大臣官房統計情報部に返送。 

（２）派遣労働者調査 

回収した事業所票から民間事業者が調査対象労働者数を算出し、調査対象事業所に調査対象労働

者への派遣労働者票の配布を依頼。調査対象労働者が派遣労働者票に記入後、厚生労働省大臣官房

統計情報部に返送。 

  

７ 調査機関 

（１）事業所調査 厚生労働省－報告者 

（２）派遣労働者調査 厚生労働省－民間事業者－事業所調査対象事業所－報告者 

 

８ 利用上の注意 

（１）統計表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、内訳の和が計の数値とは必ずしも

一致しない。 

（２）複数回答（回答項目の選択肢について、該当する答えを複数個選択することが可能としているも

の）は、内訳の和が計の数値を超える場合がある。 

（３）表章記号について 

①「0.0」は、該当数値はあるが、四捨五入の結果、表章単位に満たないものを示す。 

②「－」は該当数値がないことを示す。 

③「・」は統計項目がありえないことを示す。 

④「…」は調査をしていないことを示す。 

（４）前回平成 20年調査は、事業所規模５人以上の民営事業所で調査しているため比較には注意を要す

る。事業所調査結果における前回調査との比較は平成 24 年調査の事業所規模５人以上の民営事業所

のみでの集計をした結果を使用されたい。 

（５）東日本大震災の影響により、平成 24年調査では、原子力災害対策特別措置法に基づき警戒区域、

計画的避難区域及び緊急時避難準備区域に設定された市町村を除外し、除外した市町村分の標本数

については、県内の他地域から補完した。 

 

９ 主な用語の定義 
（１）事業所規模 

この調査において、事業所規模とは、その事業所に雇用されている常用労働者の人数により区分

した階級である。常用労働者とは、次のア、イのいずれかに該当する者をいう。 
ア 期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇用されている者 
イ 日々雇われている者又は１か月以内の期間を定めて雇用されている者で、平成 24 年８月及び９

月の各月に各々18日以上雇われた者 

（２）一般労働者 
常用労働者のうち、短時間労働者を除いた労働者をいう。 

（３）短時間労働者 
常用労働者のうち、１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者及び１日の所定労働時間が

一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者をいう。 
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（４）臨時労働者 
常用労働者に該当しない労働者（日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち、

平成 24 年８月又は９月に雇われた日数がいずれかの月において 17 日以下である者）をいう。 
（５）派遣労働者 

労働者派遣を業として行う事業者（以下、「派遣元事業所」という。）に雇用され、当該雇用関

係の下に、他人（以下、「派遣先事業所」という。）の指揮命令を受けて当該派遣先事業所のため

に労働に従事する者をいう。 
調査対象事業所が労働者派遣事業を行っている場合は、派遣労働者として雇用している労働者に

ついては、その事業所での調査対象としない。 
（６）政令で定める 26業務 

   労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行令第５条に定めら

れている派遣可能期間の制限を受けない業務をいう。 

（７）その他診療補助業務 
   臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、

言語聴覚士、認定特定行為業務従事者が行う業務をいう。 
（８）派遣契約の中途解除 
   労働者派遣契約期間が満了する前に労働者派遣契約の解除を行ったことをいう。 
（９）派遣の種類 

ア 「登録型」とは、派遣元事業所が派遣労働を希望する労働者を登録しておき、派遣先事業所か

ら求めがあった場合に、これに適合する労働者を派遣元事業所が雇い入れた上で派遣先事業所に

派遣するものをいう。 
イ 「常用雇用型」とは、派遣元事業所が労働者を常時雇用しておき、その事業活動の一環として、

労働者を派遣先事業所に派遣するものをいう。 
（10）紹介予定派遣 

労働者派遣のうち、派遣元事業主が派遣労働者及び派遣先事業所に対して職業紹介を行うことを

予定しているものをいう。 

（11）正社員 

常用労働者であって、当該事業所で正社員、正職員とされているものをいう。 
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結 果 の 概 要 

 

〔事業所調査〕 

１ 派遣労働者の就業状況 

(１) 就業の有無 

平成 24 年 10 月１日現在で、派遣労働者が就業している事業所の割合は 10.8％となっている。 

これを産業別にみると、「情報通信業」で 26.9％と最も高く、次いで「金融業，保険業」19.1％、

「製造業」18.3％、「不動産業，物品賃貸業」17.6％の順となっている。また、事業所規模別

にみると、1,000 人以上 80.5％、300～999 人 63.0％、100～299 人 41.8％、30～99 人 22.8％、

５～29人 7.5％と規模が大きいほど派遣労働者が就業している事業所の割合が高くなっている。 

また、民営事業所について前回調査（平成 20年、以下同じ。）と比較すると派遣労働者が就

業している事業所の割合は低下している。（表１） 

 

表１ 産業・事業所規模、派遣労働者の就業の有無別事業所割合 

 

 

  

（単位：％）

就業している 就業していない

100.0 10.8 89.2

100.0 5.8 94.2

100.0 12.0 88.0
100.0 18.3 81.7

100.0 12.5 87.5

100.0 26.9 73.1
100.0 13.6 86.4

100.0 8.4 91.6

卸 売 業 100.0 15.3 84.7
小 売 業 100.0 5.0 95.0

100.0 19.1 80.9

100.0 17.6 82.4

100.0 14.3 85.7
100.0 4.2 95.8

100.0 6.5 93.5

100.0 11.0 89.0
100.0 8.2 91.8

100.0 5.7 94.3

100.0 10.9 89.1

1,000人以上 100.0 80.5 19.5
300～999人 100.0 63.0 37.0

100～299人 100.0 41.8 58.2

30～ 99人 100.0 22.8 77.2
５～ 29人 100.0 7.5 92.5

100.0 11.0 89.0
100.0 13.8 86.2

平 成 24 年 調 査 計

平 成 20 年 調 査 計

医 療 ， 福 祉

複 合 サ － ビ ス 事 業
サービス業(他に分類されないもの)

学術研究，専門･技術サ－ビス業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業

生活関連サ－ビス業，娯楽業
教 育 ， 学 習 支 援 業

事業所規模５人以上民営事業所

総 数

全事業所

事 業 所 規 模

産業・事業所規模

産 業

派遣労働者の就業の有無

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業
電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業
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(２) 派遣労働者の産業、性別構成 

平成 24 年 10 月１日現在の全労働者数に対する派遣労働者の割合は 2.8％となっている。 

派遣労働者が就業している事業所について、性別に派遣労働者の割合をみると、男 44.6％、

女 55.4％となっている。「医療，福祉」、「金融業，保険業」、「電気・ガス・熱供給・水道

業」では女の割合が８割を超えている。 

また、産業別にみると、「製造業」が 29.3％と最も高くなっている。これを性別にみても男

39.5％、女 21.1％と「製造業」が最も高くなっており、次いで男では「情報通信業」14.0％、

女では「卸売業，小売業」18.6％の割合が高くなっている。（表２、参考表３） 

 

表２ 産業、性別派遣労働者の割合 

 

 

  

（単位：％）

男 女
派遣労働者

数計
男 女

( 2.8) 100.0 44.6 55.4 100.0 100.0 100.0

( 1.1) 100.0 43.4 56.6 0.0 0.0 0.0

( 3.9) 100.0 59.5 40.5 8.0 10.6 5.8

( 4.6) 100.0 60.1 39.9 29.3 39.5 21.1

( 1.6) 100.0 19.6 80.4 0.4 0.2 0.5

( 9.1) 100.0 58.4 41.6 10.7 14.0 8.0

( 2.2) 100.0 54.9 45.1 5.3 6.5 4.3

( 2.0) 100.0 25.4 74.6 13.8 7.9 18.6

卸 売 業 ( 3.0) 100.0 26.5 73.5 7.0 4.1 9.2

小 売 業 ( 1.5) 100.0 24.3 75.7 6.9 3.7 9.4

( 5.3) 100.0 14.1 85.9 6.0 1.9 9.2

( 3.7) 100.0 31.2 68.8 1.9 1.4 2.4

( 4.7) 100.0 49.7 50.3 4.8 5.3 4.3

( 0.7) 100.0 22.0 78.0 2.1 1.1 3.0

( 1.8) 100.0 37.8 62.2 2.3 2.0 2.6

( 1.3) 100.0 28.2 71.8 2.8 1.8 3.6

( 1.0) 100.0 10.7 89.3 4.7 1.1 7.6

( 0.7) 100.0 25.4 74.6 0.2 0.1 0.2

( 2.8) 100.0 38.9 61.1 7.7 6.7 8.5

注：　（　　）は、全労働者数を100とした派遣労働者数の割合である。

運 輸 業 ， 郵 便 業

産業

性別の割合 産業別の割合

派遣労働者数計

総 数

産 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

情 報 通 信 業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

複 合 サ － ビ ス 事 業

サービス業(他に分類されないもの)

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

学術研究，専門･技術サ－ビス業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業

生活関 連サ －ビ ス業 ，娯 楽業
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(３) 派遣労働者数階級別の割合 

派遣労働者が就業している事業所について、就業している派遣労働者数階級別の割合をみる

と、「１～４人」が 69.0％と最も高くなっている（表３）。 

 

表３ 産業・事業所規模、派遣労働者数階級別事業所割合 

 
  

（単位：％）

１～４人 ５～９人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上

100.0 69.0 15.8 7.9 3.2 1.8 1.6 0.8

100.0 78.6 16.5 1.9 3.0 - - - 

100.0 74.0 15.5 1.5 4.1 0.5 4.0 0.4

100.0 58.0 19.4 10.6 3.9 3.7 2.9 1.5
100.0 75.4 15.4 4.2 2.1 1.3 0.2 1.4
100.0 58.1 15.9 11.8 5.9 2.8 1.5 4.0
100.0 65.9 17.2 10.7 2.3 2.0 1.7 0.1
100.0 72.9 15.1 4.8 5.5 1.0 0.6 0.2

卸 売 業 100.0 76.8 13.1 6.3 1.4 1.4 0.8 0.2
小 売 業 100.0 66.9 18.2 2.3 11.9 0.5 0.1 0.1

100.0 73.4 9.0 11.1 2.2 1.8 1.1 1.5
100.0 75.5 12.3 9.9 1.0 0.3 0.8 0.2
100.0 60.4 22.8 9.5 2.6 2.3 1.8 0.7
100.0 84.4 7.0 7.6 0.5 0.4 0.1 - 
100.0 60.0 12.0 23.9 0.6 3.2 0.1 0.2
100.0 75.0 14.8 9.0 0.4 0.5 0.3 0.0
100.0 81.8 14.4 1.4 1.1 0.5 0.4 0.5
100.0 89.8 8.4 0.9 0.7 0.2 - 0.1
100.0 60.2 20.3 10.9 1.2 4.1 1.8 1.6

1,000人以上 100.0 13.0 9.7 8.9 6.9 12.6 17.2 31.6
300～999人 100.0 20.7 14.9 16.9 9.8 13.7 13.5 10.6
100～299人 100.0 42.8 17.9 16.9 8.6 6.9 4.4 2.6
30～ 99人 100.0 65.9 19.3 9.0 2.3 2.4 0.9 0.2
５～ 29人 100.0 77.9 13.8 5.3 2.3 - 0.7 - 

100.0 68.6 15.8 8.1 3.2 1.9 1.6 0.8
100.0 68.0 15.0 8.2 2.1 3.3 2.1 1.3

注：　表頭「派遣労働者が就業している事業所計」には、就業している派遣労働者数不明が含まれる。

産 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

サービス業(他に分類されないもの)

事 業 所 規 模

金 融 業 ， 保 険 業
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業
学術研究，専門･技術サ－ビス業
宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業
生活関連サ－ビス業，娯楽業
教 育 ， 学 習 支 援 業

事業所規模５人以上民営事業所
平 成 24 年 調 査 計
平 成 20 年 調 査 計

派遣労働者
が就業して
いる事業所

計

就業している派遣労働者数階級

産業・事業所規模

医 療 ， 福 祉
複 合 サ － ビ ス 事 業

建 設 業

製 造 業
電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 ， 郵 便 業
卸 売 業 ， 小 売 業

総 数
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(４) 派遣労働者を就業させる理由 

派遣労働者が就業している事業所について、派遣労働者を就業させる主な理由（３つまでの

複数回答）をみると、「欠員補充等必要な人員を迅速に確保できるため」が 64.6％と最も高い

割合になっており、次いで「一時的・季節的な業務量の変動に対処するため」36.7％、「専門

性を活かした人材を活用するため」34.2％、「軽作業、補助的業務等を行うため」25.2％の順

となっている。 

また、民営事業所について前回調査と比較すると「専門性を活かした人材を活用するため」

とする事業所の割合が他の理由に比べ上昇している。 

派遣労働者数階級別にみると、派遣労働者数が多い階級ほど「一時的・季節的な業務量の変

動に対処するため」、「専門性を活かした人材を活用するため」とする事業所の割合が高くな

っている。（表４、図１） 

 

表４ 産業・派遣労働者数階級、派遣労働者を就業させる理由別事業所割合 

 

 

複数回答３つまで（単位：％）

一
時
的
・
季
節
的

な
業
務
量
の
変
動

に
対
処
す
る
た
め

欠
員
補
充
等
必
要

な
人
員
を
迅
速
に

確
保
で
き
る
た
め

常
用
労
働
者
数
を

抑
制
す
る
た
め

雇
用
管
理
の
負
担

が
軽
減
さ
れ
る
た

め

社
内
を
活
性
化
す

る
た
め

専
門
性
を
活
か
し

た
人
材
を
活
用
す

る
た
め

自
社
で
養
成
で
き

な
い
労
働
力
を
確

保
す
る
た
め

軽
作
業
、

補
助
的

業
務
等
を
行
う
た

め

勤
務
形
態
が
常
用

労
働
者
と
異
な
る

業
務
の
た
め

そ
の
他

100.0 36.7 64.6 14.6 14.9 3.3 34.2 10.2 25.2 4.7 5.7

100.0 51.2 46.6 10.3 17.6 - 39.6 4.3 29.3 - 10.3

100.0 33.3 64.4 2.0 10.1 4.0 50.6 9.5 13.9 12.3 5.2

100.0 58.5 71.9 21.5 11.3 4.8 20.2 8.3 30.0 4.5 2.5

100.0 32.5 55.3 17.6 5.5 1.0 28.3 8.4 21.7 5.3 2.5

100.0 48.0 48.5 11.9 8.7 0.7 63.6 17.3 20.5 0.8 1.9

100.0 40.2 59.9 27.5 17.1 1.5 21.4 7.7 27.3 2.0 8.3

100.0 26.6 65.7 18.6 19.9 2.7 35.2 12.6 27.5 0.7 9.3

卸 売 業 100.0 36.0 65.0 13.7 14.2 4.4 35.3 19.1 27.1 0.2 7.2

小 売 業 100.0 11.9 66.9 26.4 28.9 - 35.2 2.5 28.1 1.5 12.6

100.0 27.6 58.3 15.8 6.4 1.2 37.8 9.4 37.5 4.4 8.6

100.0 48.2 60.7 10.2 9.0 0.1 27.5 9.8 39.0 4.2 4.1

100.0 36.4 57.2 12.4 32.7 5.5 61.6 7.6 25.4 0.5 7.5

100.0 22.7 88.7 3.0 3.0 2.2 26.3 4.6 23.5 2.1 0.4

100.0 23.9 63.6 20.6 10.3 4.4 29.1 3.6 25.1 13.7 - 

100.0 12.3 35.4 14.0 22.7 4.9 59.1 16.5 24.9 22.4 4.9

100.0 25.1 74.9 3.3 17.2 2.7 20.4 9.6 14.9 2.3 10.0

100.0 28.4 91.9 15.1 8.9 - 13.4 7.0 2.5 - 1.1

100.0 46.7 56.3 13.6 22.3 5.7 30.4 13.0 22.8 2.0 4.9

100人以上 100.0 62.2 59.4 13.1 6.8 0.6 59.0 14.7 17.7 4.7 2.8

30～99人 100.0 56.4 72.4 11.9 9.3 1.9 51.4 8.4 32.6 1.0 1.6

10～29人 100.0 48.0 63.7 17.9 6.6 4.6 49.8 10.9 21.4 8.9 1.2

５～９人 100.0 42.9 72.2 21.0 24.1 1.9 40.2 12.0 18.5 2.3 2.3

１～４人 100.0 32.1 62.6 12.7 14.5 3.5 29.2 9.7 27.1 4.7 7.4

100.0 37.6 65.8 14.9 15.0 3.3 33.1 10.0 25.3 4.1 5.8

100.0 35.1 70.7 17.8 14.8 3.1 25.3 10.0 25.2 4.6 5.5

注：表頭「派遣労働者が就業している事業所計」には、派遣労働者を就業させる理由不明が含まれる。

情 報 通 信 業

産業・派遣労働者数階級

派
遣
労
働
者
が
就
業

し
て
い
る
事
業
所
計

就業させる理由

総 数

産 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

事業所規模５人以上民営事業所

平 成 24 年 調 査 計

平 成 20 年 調 査 計

派 遣 労 働 者 数 階 級

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

学術研究，専門･技術サ－ビス業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業

生活関連サ－ビス業，娯楽業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

複 合 サ － ビ ス 事 業

サービス業(他に分類されないもの)

64.6 
36.7 

34.2 
25.2 

14.9 
14.6 

10.2 
4.7 

3.3 
5.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

欠員補充等必要な人員を迅速に確保できるため
一時的・季節的な業務量の変動に対処するため

専門性を活かした人材を活用するため
軽作業、補助的業務等を行うため
雇用管理の負担が軽減されるため

常用労働者数を抑制するため
自社で養成できない労働力を確保するため
勤務形態が常用労働者と異なる業務のため

社内を活性化するため
その他

図１ 派遣労働者を就業させる理由別事業所数の割合（複数回答３つまで）

（派遣労働者が就業している事業所計＝100） （％）
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(５) 派遣労働者を受け入れない理由 

派遣労働者が就業していない事業所について、派遣労働者を受け入れない主な理由（３つま

での複数回答）をみると、「今いる従業者で十分であるため」が 66.9％で最も高く、次いで「費

用がかかりすぎるため」23.5％、「派遣労働者を受け入れるより他の就業形態の労働者を採用

しているため」18.9％の順となっている（表５、図２）。 

 

表５ 産業、派遣労働者を受け入れない理由別事業所割合 

 

 

複数回答３つまで（単位：％）

派
遣
労
働
者
の
受
入
に
関
す
る

事
務
処
理
が
煩
雑
で
あ
る
た
め

必
要
な
職
業
能
力
を
備
え
た
派

遣
労
働
者
を
す
ぐ
に
確
保
す
る

こ
と
が
困
難
で
あ
る
た
め

技
能
・
技
術
、

知
識
等
が
社
内

に
蓄
積
し
な
い
た
め

派
遣
労
働
者
の
管
理
が
困
難
・

面
倒
で
あ
る
た
め

安
全
衛
生
管
理
責
任
を
果
た
す

こ
と
が
困
難
・
面
倒
で
あ
る
た

め

ト
ラ
ブ
ル
が
増
加
す
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
た
め

費
用
が
か
か
り
す
ぎ
る
た
め

派
遣
労
働
者
を
受
け
入
れ
る
よ

り
他
の
就
業
形
態
の
労
働
者
を

採
用
し
て
い
る
た
め

今
い
る
従
業
者
で
十
分
で
あ
る

た
め

雇
用
調
整
を
実
施
し
て
い
る
状

況
で
あ
る
た
め

そ
の
他

100.0 5.0 14.4 14.2 6.2 3.1 4.9 23.5 18.9 66.9 4.5 9.3

100.0 4.6 20.4 19.1 7.5 7.2 5.5 10.6 13.7 79.9 13.9 7.7

100.0 3.7 22.7 16.3 7.1 9.8 6.5 17.6 20.6 65.3 6.9 10.3

100.0 4.8 22.1 23.9 8.6 4.8 6.0 23.9 13.9 68.4 6.3 5.1

100.0 2.6 12.2 10.5 1.3 1.6 1.6 7.9 27.7 57.3 7.2 22.4

100.0 5.6 21.3 21.1 6.1 1.1 4.6 19.0 23.5 64.3 5.1 6.4

100.0 4.3 15.6 11.6 5.1 7.0 8.1 13.8 18.2 67.2 5.7 12.6
100.0 4.6 9.8 11.3 6.3 0.8 3.9 28.4 16.2 74.6 4.4 4.1

卸 売 業 100.0 4.7 8.5 13.7 5.1 0.8 3.8 17.6 16.4 79.0 5.0 3.9

小 売 業 100.0 4.5 10.3 10.2 6.9 0.8 4.0 33.3 16.1 72.6 4.2 4.2

100.0 2.9 10.5 12.6 3.5 1.1 2.0 8.9 28.6 59.5 4.5 13.2

100.0 4.5 11.5 17.1 5.3 0.1 7.9 23.1 19.0 78.3 3.6 5.4

100.0 5.7 23.5 23.3 7.0 1.4 4.9 20.0 17.5 66.4 4.8 10.8

100.0 7.5 10.7 11.3 7.2 4.8 3.2 32.8 21.4 66.3 4.7 7.4

100.0 4.1 15.2 12.9 5.2 0.7 3.6 26.4 20.4 66.5 2.9 4.6

100.0 3.0 11.1 7.1 3.8 0.5 2.9 8.0 18.8 39.2 0.5 37.3
100.0 7.7 15.2 16.4 5.3 2.8 8.3 25.3 21.9 64.1 1.8 8.4

100.0 3.2 11.9 7.9 2.4 0.8 0.9 12.5 31.3 54.1 9.2 26.9

100.0 3.5 13.7 13.3 4.8 2.3 3.3 17.5 18.0 65.0 4.0 18.8

100.0 5.2 14.9 14.7 6.5 3.2 5.1 24.6 18.7 68.8 4.6 7.5

100.0 4.6 20.8 13.2 6.9 3.4 6.2 28.2 25.7 66.9 4.3 12.3

注：表頭「派遣労働者が就業していない事業所計」には、派遣労働者を受け入れない理由不明が含まれる。

産業

派
遣
労
働
者
が
就
業
し
て
い
な
い

事
業
所
計

受け入れない理由

総 数

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業

産 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

情 報 通 信 業
運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

学術研究，専門･技術サ－ビス業

事業所規模５人以上民営事業所

平 成 24 年 調 査 計

平 成 20 年 調 査 計

生活関連サ－ビス業，娯楽業
教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

複 合 サ － ビ ス 事 業

サービス業(他に分類されないもの)

66.9

23.5

18.9

14.4

14.2

6.2

5.0

4.9

4.5

3.1

9.3

0 20 40 60 80

今いる従業者で十分であるため

費用がかかりすぎるため

派遣労働者を受け入れるより他の就業形態の労働者を採用しているため

必要な職業能力を備えた派遣労働者をすぐに確保することが困難であるため

技能・技術、知識等が社内に蓄積しないため

派遣労働者の管理が困難・面倒であるため

派遣労働者の受入に関する事務処理が煩雑であるため

トラブルが増加することが予想されるため

雇用調整を実施している状況であるため

安全衛生管理責任を果たすことが困難・面倒であるため

その他

図２ 派遣労働者を受け入れない理由別事業所割合（複数回答３つまで）

（派遣労働者が就業していない事業所計＝100） （％）
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(６) 派遣労働者の業務 

派遣労働者が就業している事業所において、派遣労働者が就業している業務（複数回答）に

ついてみると、「一般事務」が 32.3％と最も高く、次いで「事務用機器操作」23.4％、「物の

製造」15.0％となっている（表６）。 

表６ 派遣労働者が就業している業務別事業所割合 

 

 

(７)  医療関連業務【新規調査項目】 

派遣労働者が就業している事業所において、医療関連業務に就業している派遣労働者がいる

事業所の割合は 2.3％となっている。そのうち業務内容（複数回答）についてみると、「看護

師（准看護師を含む）業務」が 71.1％と最も高く、次いで「その他診療補助業務」24.6％とな

っている。（表７） 

また、医療関連業務の労働者派遣の事由（複数回答）をみると、「育児休業」が 48.3％と最

も高く、次いで「産前産後休業」44.6％、「紹介予定派遣」40.9％の順となっている（表８）。 

 

表７ 派遣労働者が就業している医療関連業務の業務内容別事業所割合 

 

表８ 医療関連業務の労働者派遣の事由別事業所割合 

 

複数回答（単位：％）

（１号） （２号） （３号） （４号） （５号） （６号） （７号） （８号）

ソフトウェア開
発

機械設計 放送機器等操作 放送番組等演出 事務用機器操作
通訳、翻訳、速

記
秘書 ファイリング

総数 100.0 5.3 3.8 1.3 1.1 23.4 1.1 1.5 4.7

（９号） （10号） （11号） （12号） （13号） （14号） （15号） （16号） （17号）

調査 財務処理 取引文書作成
デモンストレー

ション
添乗 建築物清掃

建築設備運転、
点検、整備

案内・受付、駐
車場管理等

研究開発

総数 0.7 8.3 2.9 0.1 0.3 1.8 2.2 4.9 3.1

（18号） （19号） （20号） （21号） （22号） （23号） （24号） （25号） （26号）

事業の実施体制
の企画、立案

書籍等の制作・
編集

広告デザイン
インテリアコー

ディネータ
アナウンサー

ＯＡインストラ
クション

テレマーケティ
ングの営業

セールスエンジ
ニアの営業、金
融商品の営業

放送番組等にお
ける大道具・小

道具

総数 1.1 0.9 1.0 0.1 0.0 1.1 2.0 1.0 0.0

営業(24･25号を
除く）

販売 一般事務 介護 医療関連業務 物の製造
倉庫・搬送関連

業務

イベント・キャ
ンペーン関連業

務
その他

総数 2.6 6.3 32.3 2.8 2.3 15.0 9.8 0.5 21.4

注：　表頭「派遣労働者が就業している事業所計」には就業している業務不明が含まれる。

派遣労働者が就
業している事業

所計

政令で定める26業務

（続き）

政令で定める26業務

（続き）

政令で定める26業務以外の業務

（続き）

政令で定める26業務

  複数回答（単位：％）

医師業
務

歯科医
師業務

薬剤師
業務

保健師
業務

助産師
業務

看護師
（准看
護師を
含む）
業務

管理栄
養士業

務

歯科衛
生士業

務

診療放
射線技
師業務

歯科技
工士業

務

その他
診療補
助業務

不明

総数 [ 2.3] 100.0 0.7 - 2.2 1.3 0.2 71.1 3.9 0.2 0.1 - 24.6 1.3

注：［　］は、派遣労働者が就業している事業所のうち、派遣労働者が医療関連業務に就業している事業所の割合である。

派遣労働者が医
療関連業務に就
業している事業

所

医療関連業務の内容

  複数回答（単位：％）

紹介予定派遣 産前産後休業 育児休業 介護休業
へき地派遣（医

師業務のみ）

省令に規定する

病院への派遣

（医師業務の

み）

不明

総数 [ 2.3] 100.0 40.9 44.6 48.3 17.9 0.7 - 29.7

注：［　］は、派遣労働者が就業している事業所のうち、派遣労働者が医療関連業務に就業している事業所の割合である。

派遣労働者が医療

関連業務に就業し

ている事業所

医療関連業務の派遣事由
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２ 派遣契約の状況 

(１) 派遣契約期間 

派遣労働者が就業している事業所について、契約の件数を事業所が結んでいる派遣契約の期

間別の割合でみると、「２か月を超え３か月以下」が 42.2％と最も高く、次いで「３か月を超

え６か月以下」17.3％、「６か月を超え１年以下」14.8％の順となっている（表９）。 

 

表９ 派遣業務、派遣契約期間別件数の割合 

 

 

  

（単位：％）

１日以内
２日以上

１週間以下
１週間を超え

30日以下
30日を超え
２か月以下

２か月を超え
３か月以下

３か月を超え
６か月以下

６か月を超え
１年以下

１年を超え
３年以下

３年を超える
期間の定めが

ある

期間の定めが
ない

100.0 0.3 1.4 2.2 7.5 42.2 17.3 14.8 7.9 0.5 5.9

(１号) ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 100.0 0.0 0.0 5.0 8.0 48.9 19.2 8.0 1.0 0.1 9.6

(２号) 機 械 設 計 100.0 - - 0.7 3.1 49.3 21.0 18.8 2.3 0.2 4.7

(５号) 事 務 用 機 器 操 作 100.0 0.0 0.1 1.2 3.4 55.4 20.0 13.3 3.5 0.4 2.7

(８号) フ ァ イ リ ン グ 100.0 - - 0.0 2.2 59.9 7.1 6.9 22.0 0.0 1.8

(10号 ) 財 務 処 理 100.0 - 0.0 3.1 2.2 42.1 18.8 15.9 14.8 0.9 2.2

(11号 ) 取 引 文 書 作 成 100.0 0.1 0.1 0.1 9.4 50.7 11.4 4.2 22.8 0.1 1.1

(16号 ) 案内・受付、駐車場管理等 100.0 0.5 - 1.1 4.9 33.8 15.4 20.9 12.5 2.9 8.0

(24号 ) テレマーケティングの営業 100.0 - 0.2 1.4 12.8 56.4 16.8 10.0 2.2 - 0.1

100.0 0.0 1.8 0.8 5.9 37.1 23.3 15.6 9.6 1.2 4.7

100.0 - 0.1 8.4 7.5 36.4 8.9 28.1 6.8 - 3.9

100.0 1.2 1.5 8.1 16.9 20.6 12.7 13.6 1.5 0.1 23.8

100.0 0.0 0.2 0.6 5.5 52.5 15.5 16.2 6.9 0.5 2.1

100.0 - - 1.9 2.3 28.1 26.5 18.2 23.0 - - 

100.0 0.0 0.0 2.3 6.1 16.1 8.0 24.0 15.7 0.1 27.6

100.0 0.4 0.1 3.3 18.4 32.4 15.1 9.6 11.9 0.2 8.8

100.0 2.0 0.8 0.6 16.9 37.7 7.4 18.8 11.2 0.2 4.5

100.0 - - - 0.3 60.1 19.4 8.4 - - 12.0

100.0 0.9 9.3 4.5 6.9 20.5 17.6 21.7 7.0 0.7 10.9

100.0 0.3 1.4 2.2 17.4 14.3 7.8 0.5 5.9

100.0 0.2 0.2 2.0 27.1 23.8 6.4 0.4 6.3

注：1)　平成20年は、「１週間を超え１か月以下」の数値である。

　　2)　平成24年は、「30日を超え２か月以下」と「２か月を超え３か月以下」を合わせた数値である。

　　3)　平成20年は、「１か月を超え３か月以下」の数値である。

派遣業務

事業所規模５人以上民営事業所

平 成 24 年 調 査 計

平 成 20 年 調 査 計

50.2

33.6

倉 庫 ・ 搬 送 関 連 業 務

イベント・キャンペーン関連業務

派遣契約期間

そ の 他

総 数

政 令 で 定 め る 26 業 務

政令で定める26業務以外の業務

販 売

一 般 事 務

介 護

医 療 関 連 業 務

物 の 製 造

そ の 他

営 業 （ 24 ・ 25 号 を 除 く ）

派遣契約
件数計

1)

2)

3)
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(２) 通算派遣期間 

派遣労働者が就業している事業所について、契約の件数を事業所が結んでいる通算派遣期間

（契約が継続して更新されてきた場合にはその契約期間を通算したもの、そうでない場合は現

在の派遣契約期間）別の割合でみると、「１年を超え３年以下」が最も高く 31.7％、次いで「６

か月を超え１年以下」20.1％、「３年を超える期間の定めがある」17.2％の順となっている（表

10）。 

 

表 10 派遣業務、通算派遣期間別契約件数の割合 

 

 

 

  

（単位：％）

１日以内
２日以上
１週間以下

１週間を超え
30日以下

30日を超え
２か月以下

２か月を超え
３か月以下

３か月を超え
６か月以下

６か月を超え
１年以下

１年を超え
３年以下

３年を超える
期間の定めが

ある

期間の定めが
ない

100.0 0.1 0.3 0.9 3.1 7.6 13.1 20.1 31.7 17.2 6.0

( １ 号 ) ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 100.0 0.0 - 0.6 2.2 6.6 12.3 18.0 27.8 22.7 9.7

( ２ 号 ) 機 械 設 計 100.0 - - 0.1 1.0 11.1 14.0 13.4 28.6 27.1 4.7

( ５ 号 ) 事 務 用 機 器 操 作 100.0 0.0 0.0 0.8 1.7 7.1 14.0 13.2 26.7 33.7 2.8

( ８ 号 ) フ ァ イ リ ン グ 100.0 - - - 1.0 6.9 13.0 18.0 40.6 18.7 1.8

(10 号 ) 財 務 処 理 100.0 - - 0.1 0.6 1.9 3.7 14.2 43.7 33.5 2.3

(11 号 ) 取 引 文 書 作 成 100.0 0.1 - 0.1 8.2 8.0 9.1 8.2 41.3 23.9 1.1

(16 号 ) 案内・受付、駐車場管理等 100.0 0.5 - 0.2 0.3 5.2 4.5 11.2 35.1 35.0 8.1

(24 号 ) テレマーケティングの営業 100.0 - - 0.1 4.3 6.5 12.2 15.2 22.8 38.7 0.1

100.0 0.0 1.8 0.2 3.6 3.5 12.1 20.1 28.5 25.5 4.7

100.0 - 0.1 - 4.0 14.7 12.3 8.7 47.5 8.7 4.0

100.0 1.2 1.5 4.2 4.4 4.3 26.3 16.9 15.0 2.4 23.8

100.0 0.0 0.0 0.2 2.2 8.9 11.7 28.4 39.4 6.9 2.2

100.0 - - 0.0 1.4 6.5 24.8 26.2 40.6 0.5 - 

100.0 0.0 0.0 2.3 4.2 6.2 4.5 25.6 27.8 1.4 28.0

100.0 0.3 0.0 1.6 4.6 10.6 12.5 20.1 39.8 1.5 9.0

100.0 1.5 0.5 0.5 10.6 21.3 6.3 21.8 30.2 2.8 4.5

100.0 - - - 0.3 15.1 17.0 14.3 22.4 18.9 12.0

100.0 0.0 0.4 2.2 3.9 5.2 19.3 30.6 23.3 4.1 10.9

100.0 0.1 0.3 0.8 13.1 19.8 31.8 17.2 6.0

100.0 0.2 0.2 0.7 12.1 18.8 38.3 15.1 6.3

注：1)　平成20年は、「１週間を超え１か月以下」の数値である。

　　2)　平成24年は、「30日を超え２か月以下」と「２か月を超え３か月以下」を合わせた数値である。

　　3)　平成20年は、「１か月を超え３か月以下」の数値である。

介 護

医 療 関 連 業 務

物 の 製 造

倉 庫 ・ 搬 送 関 連 業 務

そ の 他

政令 で 定め る 26業 務 以外 の 業務

営 業 （ 24 ・ 25 号 を 除 く ）

販 売

一 般 事 務

派遣業務
派遣契約
件数計

通算派遣期間

総 数

政 令 で 定 め る 26 業 務

そ の 他

イベント・キャンペーン関連業務

10.8

8.4

事業所規模５人以上民営事業所

平 成 24 年 調 査 計

平 成 20 年 調 査 計 3)1)

2)
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３ 派遣労働者に対して行った教育訓練・能力開発の実施状況 

派遣労働者が就業している事業所について、過去１年間（平成 23 年 10 月 1 日～平成 24年９月 30

日、以下同じ。）に派遣労働者に対して教育訓練・能力開発を実施した事業所の割合は 66.8％とな

っている。 

これを派遣労働者数階級別にみると、派遣労働者数階級が高くなるほど教育訓練・能力開発を実

施している割合がおおむね高くなっている。 

派遣労働者に対して教育訓練・能力開発を実施している事業所について教育訓練・能力開発の内

容（複数回答）をみると、「働きながら行う教育訓練・能力開発（ＯＪＴ）を行った」が 87.9％と

最も高くなっている。（表 11、図３、図４） 

 

表 11 派遣労働者数階級、派遣労働者に対する教育訓練・能力開発の実施の有無、教育訓練・能力開発の内容別事業所割合 

 

 

 

（単位：％）

働
き
な
が
ら
行
う
教
育
訓

練
・
能
力
開
発

（
O
J
T
）
を
行
っ
た

外
部
の
講
師
を
招
い
て
教

育
訓
練
・
能
力
開
発
を

行
っ
た

教
育
訓
練
機
関
（
事
業
所

以
外
の
場
所
）
で
教
育
訓

練
・
能
力
開
発
を
行
っ

た

派
遣
元
が
実
施
す
る
教
育

訓
練
・
能
力
開
発
へ
の
便

宜
を
図
っ
た

100.0 66.8 (100.0) ( 87.9) ( 5.9) ( 11.0) ( 19.5) 29.7 3.5

100人以上 100.0 90.9 (100.0) ( 85.0) ( 9.7) ( 8.2) ( 41.5) 7.9 1.2

30～99人 100.0 89.0 (100.0) ( 93.4) ( 13.8) ( 10.5) ( 24.2) 10.6 0.5

10～29人 100.0 74.4 (100.0) ( 76.0) ( 7.4) ( 9.2) ( 29.6) 23.1 2.6

５～９人 100.0 77.9 (100.0) ( 84.6) ( 6.6) ( 15.6) ( 23.3) 21.0 1.1

１～４人 100.0 61.7 (100.0) ( 90.8) ( 4.8) ( 10.1) ( 15.7) 33.9 4.4

100.0 67.4 (100.0) ( 88.5) ( 6.0) ( 11.0) ( 18.9) 29.0 3.5

100.0 68.7 (100.0) ( 90.7) ( 10.3) ( 9.8) ( 15.8) 30.1 1.1

注：（　）は、教育訓練・能力開発を実施した事業所を100とした割合である。

事業所規模５人以上民営事業所

平 成 24 年 調 査 計

平 成 20 年 調 査 計

総 数

派遣労働者数階級

派
遣
労
働
者
が
就
業
し
て
い
る

事
業
所
計

派遣労働者に対する教育訓練・能力開発の実施の有無

実
施
し
た

教育訓練・能力開発の内容（複数回答）

実
施
し
な
か
っ
た

不
明

実施した

66.8

実施しなかった

29.7

不明

3.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

図３ 派遣労働者に対する教育訓練・能力開発の実施の有無別事業所割合

（派遣労働者が就業している事業所計＝100）

（％）

87.9 

19.5 

11.0 

5.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

働きながら行う教育訓練・能力開発（OJT）を行った

派遣元が実施する教育訓練・能力開発への便宜を図った

教育訓練機関（事業所以外の場所）で教育訓練・能力開発を行った

外部の講師を招いて教育訓練・能力開発を行った

図４ 教育訓練・能力開発の内容別事業所割合（複数回答）

（教育訓練・能力開発を実施した事業所＝100） （％）
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４ 派遣契約の中途解除 

派遣労働者が就業している事業所について、過去１年間に労働者派遣契約を中途解除したことが

あった事業所の割合は 19.9％となっている。 

中途解除の理由（複数回答）をみると、「派遣労働者の技術・技能に問題があった」が 42.5％と

最も高く、次いで「派遣労働者の勤務状況に問題があった」39.2％となっている。（表 12） 

 

表 12 派遣労働者数階級、中途解除の有無、中途解除の理由別事業所割合 

 
 

５ 派遣労働者からの苦情 

派遣労働者が就業している事業所について、過去１年間に派遣労働者からの苦情の申し出を受け

た事業所の割合は 4.2％となっている。 

苦情の内容（複数回答）をみると、「人間関係・いじめ」51.7％、「業務内容」31.1％、「指揮

命令関係」23.3％の順となっている。 

民営事業所について前回調査と比較すると、「人間関係・いじめ」、「指揮命令関係」などの割

合が上昇し、「就業日・就業時間・休憩時間・時間外労働・休暇」の割合は大きく低下している。

（表 13） 

表 13 苦情の申し出の有無、苦情の内容別事業所割合 

 

  （単位：％）

派
遣
労
働
者
の
技
術
・
技

能
に
問
題
が
あ
っ

た

派
遣
労
働
者
の
勤
務
状
況

に
問
題
が
あ
っ

た

派
遣
労
働
者
と
事
業
所
の

他
の
労
働
者
と
の
人
間
関

係
に
問
題
が
あ
っ

た

事
業
所
の
事
業
計
画
に
急

な
変
更
・
中
止
が
発
生
し

た

欠
員
の
補
充
が
可
能
に

な
っ
た

そ
の
他

100.0 19.9 (100.0) ( 42.5) ( 39.2) ( 6.0) ( 8.6) ( 9.8) ( 26.4) 73.8 6.3

100人以上 100.0 43.4 (100.0) ( 55.0) ( 41.7) ( 15.8) ( 20.5) ( 11.1) ( 32.7) 52.8 3.8

30～99人 100.0 48.8 (100.0) ( 40.6) ( 49.8) ( 11.3) ( 11.6) ( 4.9) ( 38.6) 47.3 3.8

10～29人 100.0 32.7 (100.0) ( 58.5) ( 33.3) ( 7.2) ( 12.1) ( 5.4) ( 15.6) 59.3 8.0

５～９人 100.0 15.6 (100.0) ( 56.1) ( 58.4) ( 6.0) ( 21.5) ( 6.5) ( 13.7) 82.8 1.6

１～４人 100.0 17.1 (100.0) ( 34.7) ( 35.5) ( 4.5) ( 4.1) ( 12.6) ( 30.4) 75.6 7.2

100.0 19.8 (100.0) ( 41.9) ( 38.5) ( 6.1) ( 8.9) ( 10.2) ( 27.0) 74.1 6.1

100.0 22.8 (100.0) ( 36.1) ( 47.1) ( 9.7) ( 14.4) ( 10.0) ( 21.6) 75.4 1.8

注：（　）は、労働者派遣契約を中途解除したことがあった事業所を100とした割合である。

事業所規模５人以上民営事業所

平 成 24 年 調 査 計

平 成 20 年 調 査 計

総 数

派遣労働者数階級

派
遣
労
働
者
が
就
業
し
て
い
る

事
業
所
計

派遣契約の中途解除の有無

中
途
解
除
し
た
こ
と
が

あ
っ

た

中途解除の理由（複数回答）
中
途
解
除
し
た
こ
と
は

な
か
っ
た

不
明

（単位：％）

業
務
内
容

指
揮
命
令
関
係

派
遣
期
間

就
業
日
・
就
業
時
間
・

休
憩
時
間
・
時
間
外
労

働
・
休
暇

安
全
・
衛
生

個
人
情
報
の
保
護

人
間
関
係
・
い
じ
め

セ
ク
シ
ャ
ル
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト

そ
の
他

100.0 4.2 (100.0) ( 31.1) ( 23.3) ( 1.3) ( 4.2) ( 1.2) ( 0.0) ( 51.7) ( 2.6) ( 16.1) 94.3 1.6

平 成 24 年 調 査 計 100.0 4.3 (100.0) ( 30.9) ( 23.4) ( 1.3) ( 4.2) ( 1.2) ( 0.0) ( 51.8) ( 2.6) ( 16.2) 94.2 1.5

平 成 20 年 調 査 計 100.0 3.8 (100.0) ( 32.0) ( 15.6) ( 1.6) ( 27.0) ( 7.5) ( 1.6) ( 39.5) ( 6.3) ( 14.0) 95.1 1.0

注：（　）は派遣労働者から苦情の申し出を受けた事業所を100とした割合である。

総 数

事業所規模５人以上民営事業所

区分

派
遣
労
働
者
が
就
業
し
て
い
る

事
業
所
計

苦情の申し出の有無

苦
情
の
申
し
出
を
受
け
た

苦情の内容（複数回答） 苦
情
の
申
し
出
が
な
か
っ

た

不
明



  

    
 

14 

６ 派遣労働者を正社員にする制度 

派遣労働者を正社員に採用する制度がある事業所の割合は 13.0％で、このうち過去１年間に「派

遣労働者を正社員に採用したことがある」は 1.7％となっている。採用する制度がない事業所は

82.9％で、このうち「派遣労働者を正社員に採用したことがある」は 1.3％となっている。 

派遣労働者が就業している事業所についてみると、派遣労働者を正社員に採用する制度がある事

業所の割合は 27.8％、このうち「派遣労働者を正社員に採用したことがある」は 5.8％となってい

る。（表 14） 

 

表 14 派遣労働者の就業の有無・事業所規模、派遣労働者を正社員に採用する制度の有無別事業所割合 

 

 

  

（単位：％）

派
遣
労
働
者
を
正
社
員
に

採
用
し
た
こ
と
が
あ
る

派
遣
労
働
者
を
正
社
員
に

採
用
し
た
こ
と
が
な
い

不
明

派
遣
労
働
者
を
正
社
員
に

採
用
し
た
こ
と
が
あ
る

派
遣
労
働
者
を
正
社
員
に

採
用
し
た
こ
と
が
な
い

不
明

100.0 13.0 1.7 11.3 0.0 82.9 1.3 80.8 0.8 4.1

100.0 27.8 5.8 22.0 0.0 71.0 5.3 65.3 0.3 1.2

100.0 11.2 1.2 10.0 0.0 84.3 0.8 82.7 0.8 4.5

1,000人以上 100.0 13.9 6.7 7.1 - 85.2 10.4 74.3 0.5 1.0

300～999人 100.0 17.5 5.8 11.6 0.1 81.1 6.8 73.7 0.6 1.4

100～299人 100.0 15.4 4.9 10.5 - 83.1 3.9 78.8 0.4 1.5

30～ 99人 100.0 14.9 2.8 11.9 0.1 82.4 2.3 79.6 0.5 2.8

５～ 29人 100.0 12.6 1.4 11.2 0.0 83.0 1.0 81.1 0.8 4.4

100.0 13.6 1.8 11.8 0.0 82.3 1.4 80.2 0.7 4.1

100.0 12.7 4.8 7.9 0.0 86.5 4.3 82.0 0.2 0.8

注：　「正社員に採用する制度」とは、就業規則等で制度として定められている場合に限る。制度として定められていなければ、

　　仕事の実績等を勘案して正社員に採用する慣行がある場合でも、「制度がない」とした。

派遣労働者の就業の有無・事業所規模

事
業
所
計

派遣労働者を正社員に採用する制度の有無

派
遣
労
働
者
を
正
社
員
に

採
用
す
る
制
度
が
あ
る

採用の有無
派
遣
労
働
者
を
正
社
員
に

採
用
す
る
制
度
が
な
い

採用の有無

不
明

平 成 20 年 調 査 計

事 業 所 規 模

総 数

派 遣 労 働 者 の 就 業 の 有 無

派遣労働者が就業している

派遣労働者が就業していない

事業所規模５人以上民営事業所

平 成 24 年 調 査 計
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７ 紹介予定派遣制度 

紹介予定派遣制度を利用したことがある事業所の割合は 5.3％となっている。 

紹介予定派遣制度を利用したことがない事業所で「制度を知っている」は 34.5％、「制度を知ら

ない」は 55.4％となっている。 

派遣労働者が就業している事業所についてみると、紹介予定派遣制度を利用したことがある事業

所の割合は 15.3％となっている。（表 15） 

 

表 15 派遣労働者の就業の有無・事業所規模、紹介予定派遣制度の利用の有無別事業所割合 

 

 

 

８ 今後の派遣労働者の割合の方針 

今後の派遣労働者の割合の方針別でみた事業所の割合についてみると、派遣労働者が就業してい

る事業所では、「割合を減らす」18.0％、「割合を増やす」3.7％となっている。 

また、派遣労働者が就業していない事業所では、「現在いないが、今後も活用の予定はない」49.7％

と約５割を占め、「割合を増やす」は 0.6％となっている。（表 16） 

 

表 16 派遣労働者の就業の有無、今後の派遣労働者の割合の方針別事業所割合 

 

  

  （単位：％）

制度を
知っている

制度を
知らない

100.0 5.3 34.5 55.4 4.8

100.0 15.3 50.8 32.4 1.5

100.0 4.0 32.5 58.2 5.2

1,000人以上 100.0 31.0 56.4 11.5 1.1

300～999人 100.0 21.7 56.2 20.2 1.9

100～299人 100.0 15.9 49.2 32.5 2.4

30～ 99人 100.0 8.7 42.1 45.9 3.3

５～ 29人 100.0 4.3 32.7 57.9 5.1

100.0 5.5 35.6 54.3 4.7

100.0 5.0 32.7 62.3 - 平 成 20 年 調 査 計

事 業 所 規 模

総 数

派 遣 労 働 者 の 就 業 の 有 無

派遣労働者が就業している

派遣労働者が就業していない

事業所規模５人以上民営事業所

平 成 24 年 調 査 計

派遣労働者の就業の有無・事業所規模 事業所計

紹介予定派遣制度の利用の有無

利用したこと
がある

利用したことがない

不明

  （単位：％）

事業所計
割合を増

やす
割合を変
えない

割合を減
らす

現在いな
いが、今
後も活用
の予定は

ない

未定 不明

100.0 0.9 2.3 1.9 44.4 34.2 16.2

100.0 3.7 21.7 18.0 ・ 51.4 5.2

100.0 0.6 ・ ・ 49.7 32.2 17.5派遣労働者が就業していない

派遣労働者の就業の有無

総 数

派 遣 労 働 者 の 就 業 の 有 無

派遣労働者が就業している
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〔派遣労働者調査〕 

１ 派遣労働者の属性 

(１) 年齢 

派遣労働者を年齢階級別にみると、「35～39 歳」が 19.2％と最も高く、次いで「30～34 歳」

16.4％、「40～44 歳」15.1％の順となっているが、前回調査では 30～34 歳が最も高くなってい

た。これを性別にみると、男女ともに「35～39 歳」がそれぞれ 16.6％、21.3％と最も高くなっ

ており、男では次いで「30～34 歳」の 15.8％、女では「40～44 歳」の 17.4％となっている。

（表 17） 

 

表 17 性、年齢階級別派遣労働者割合 

 

 

(２) 派遣労働者の収入源 

派遣労働者の生活をまかなう収入源については、「自分自身の収入」が最も高く 70.0％、次

いで「配偶者の収入」20.4％となっている。 

このうち、家族と同居していない派遣労働者の収入源は、「自分自身の収入」が 99.5％と最

も高くなっている。（表 18） 

 

表 18 性・家族の状況、主な収入源別派遣労働者割合 

 

  

（単位：％）

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

100.0 0.2 5.8 14.4 16.4 19.2 15.1 11.1 6.3 3.1 4.4 2.9

前回 [平成20年] 100.0 0.5 8.0 18.7 21.4 16.9 11.8 8.1 5.3 3.7 3.2 2.4

男 100.0 0.3 7.5 15.1 15.8 16.6 12.2 10.0 5.0 4.0 7.3 5.1

女 100.0 0.1 4.5 14.0 16.9 21.3 17.4 12.0 7.4 2.5 2.2 1.2

注：　表頭「派遣労働者計」には、年齢階級不明が含まれる。

性
派遣労働

者計

年齢階級

総 数

（単位：％）

自分自身の
収入

配偶者の
収入

子どもの
収入

親の収入
兄弟姉妹の

収入
その他 不明

70.0 20.4 0.1 7.6 0.1 1.1 0.7

男 91.2 1.5 0.1 5.4 0.0 1.0 0.9

女 53.4 35.2 0.1 9.4 0.1 1.2 0.6

同 居 し て い る ( 75.3) 100.0 60.9 26.9 0.1 10.1 0.1 1.4 0.5

同居していない ( 24.2) 100.0 99.5 0.2 - 0.0 - 0.2 0.1

注：1)　表側「総数」には家族の状況不明が含まれる。
　　2)　（　）は総数を100とした家族の状況別の割合である。

家 族 の 状 況

性・家族の状況 派遣労働者計

総 数 100.0

100.0

100.0
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(３) 最終学歴・在学の状況 

在学していない派遣労働者の最終学歴は「高校卒」が 38.2％と最も高く、次いで「大学卒」

25.6％となっている。これを性別にみると、男は「高校卒」が 42.3％と最も高く、次いで「大

学卒」29.2％となっている。女は「高校卒」が 34.9％と最も高く、次いで「高専・短大卒」24.2％

となっている。また、在学中の派遣労働者割合は 0.3％となっている。（表 19） 

 

表 19 性、在学の有無・最終学歴別派遣労働者割合 

 
 

(４) 学校卒業後に初めて就いた仕事の就業形態【新規調査項目】 

在学していない派遣労働者が学校卒業後初めて就いた仕事の就業形態をみると、「正社員」

が 74.4％、「正社員以外」が 23.0％となっている（表 20）。 

 

表 20 性、学校卒業後初めて就いた仕事の就業形態別派遣労働者割合 

 
 

(５)  派遣の種類と派遣先数 

派遣労働者が従事する派遣の種類をみると、「登録型」は 47.8％、「常用雇用型」は 52.2％

となっている。これを性別にみると、男は「登録型」30.5％、「常用雇用型」69.5％と「常用

雇用型」が高く、女は「登録型」61.4％、「常用雇用型」38.6％と「登録型」が高くなってい

る。「登録型」の派遣労働者が現在登録している派遣元事業所の数をみると、「１か所」が 51.5％

と最も高く、次いで「２か所」19.0％となっている。（表 21） 

 

表 21 性、派遣の種類及び「登録型」派遣労働者が登録している派遣元事業所数別派遣労働者割合 

 

（単位：％）

中学卒 高校卒
専修学校
(専門課
程)修了

高専・短
大卒

大学卒
大学院修

了

100.0 98.9 (100.0) ( 5.1) ( 38.2) ( 14.4) ( 15.1) ( 25.6) ( 1.6) 0.3 0.8

男 100.0 98.9 (100.0) ( 7.0) ( 42.3) ( 15.2) ( 3.4) ( 29.2) ( 2.8) 0.5 0.6

女 100.0 98.9 (100.0) ( 3.7) ( 34.9) ( 13.8) ( 24.2) ( 22.8) ( 0.6) 0.1 1.0
注：1)　中途退学の場合は、退学した学校ではなく、その前の学歴とした。
　　2)　（　）は、在学していないを100とした割合である。

在学中 不明

総 数

性
派遣労働

者計
在学していない

最終学歴

（単位：％）

雇用期
間の定
め無し

雇用期
間の定
め有り

100.0 74.4 23.0 8.1 6.1 4.3 1.8 4.8 3.9 2.7

男 100.0 73.0 24.9 10.5 6.5 3.6 2.9 3.9 4.0 2.1

女 100.0 75.5 21.4 6.3 5.7 4.8 0.9 5.6 3.8 3.1

不明派遣労
働者

短時間
労働者

 
有期契
約労働

者
その他

 

総 数

性
在学していない
派遣労働者計

正社員
正社員
以外

（単位：％）

１か所 ２か所 ３か所 ４か所 ５～６か所 ７か所以上 不明

100.0 47.8 (100.0) ( 51.5) ( 19.0) ( 13.3) ( 4.4) ( 7.5) ( 3.2) ( 1.1) 52.2

前回 [平成20年] 100.0 43.2 (100.0) ( 53.8) ( 17.2) ( 13.6) ( 4.4) ( 5.2) ( 2.6) ( 3.1) 56.8

男 100.0 30.5 (100.0) ( 72.4) ( 12.6) ( 7.7) ( 1.9) ( 2.2) ( 1.6) ( 1.6) 69.5

女 100.0 61.4 (100.0) ( 43.4) ( 21.5) ( 15.5) ( 5.4) ( 9.5) ( 3.8) ( 0.9) 38.6
注：（　）は、登録型の派遣労働者を100とした割合である。

常用雇用型

総 数

性
派遣労
働者計

登録型

現在登録している派遣元事業所の数
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２ これまでの派遣就業の状況 

(１) 派遣の通算期間 

これまで派遣労働者として働いてきた通算期間についてみると、「５年以上 10年未満」が

26.9％と最も高く、次いで「３年以上５年未満」17.7％、「10 年以上」14.5％となっており、

派遣として働いてきた通算期間が３年以上の派遣労働者割合はおよそ６割を占めている。これ

を性別にみると、男女ともに「５年以上 10 年未満」がそれぞれ 24.4％、28.8％と最も高い割合

となっている。（表 22） 

 

表 22 性・派遣の種類、派遣で働いてきた通算期間別派遣労働者割合 

 

 

(２) 派遣先の数 

派遣労働者がこれまで働いてきた派遣先の数をみると、「１か所」の割合が最も高く 42.6％、

次いで「２か所」19.9％、「３か所」12.7％となっている（表 23）。 

 

表 23 性、これまで働いてきた派遣先数別派遣労働者割合 

 

 

  

（単位：％）

６か月未満
６か月以上
１年未満

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上 不明

100.0 7.6 9.1 12.4 11.0 17.7 26.9 14.5 0.9

前回 [平成20年] 100.0 7.4 11.5 18.7 16.1 18.8 17.8 8.5 1.1

男 100.0 9.1 9.4 14.2 13.2 14.6 24.4 14.2 0.9

女 100.0 6.4 8.9 11.0 9.3 20.1 28.8 14.8 0.9

登 録 型 100.0 9.3 9.0 11.7 9.9 19.8 27.3 12.6 0.4

常 用 雇 用 型 100.0 6.0 9.2 13.1 12.0 15.7 26.4 16.3 1.3

性・派遣の種類
派遣労働者

計

派遣で働いてきた通算期間

総 数

派 遣 の 種 類

（単位：％）

１か所 ２か所 ３か所 ４～５か所 ６～９か所 10～19か所 20か所以上 不明

100.0 42.6 19.9 12.7 12.0 8.6 2.6 0.4 1.1

前回 [平成20年] 100.0 47.0 21.6 12.9 11.1 4.2 1.5 0.5 1.1

男 100.0 48.4 20.7 12.3 10.7 5.2 1.4 0.2 1.1

女 100.0 38.0 19.3 13.1 13.0 11.2 3.6 0.6 1.1

性
派遣労働者

計

これまで働いてきた派遣先の数

総 数
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３ 調査期日現在の派遣業務 

(１) 派遣業務 

現在行っている派遣業務（複数回答）をみると、「事務用機器操作」が最も高く 19.5％、次

いで「物の製造」18.4％、「一般事務」16.7％となっている。これを性別にみると、男は「物

の製造」が 30.4％と最も高く、次いで「ソフトウェア開発」15.0％となっている。女は、「事

務用機器操作」が 28.5％と最も高く、次いで「一般事務」26.9％となっている。（表 24） 

 

表 24 性、現在行っている派遣業務別派遣労働者割合 

 
 

  

複数回答（単位：％）

（１号） （２号） （３号） （４号） （５号） （６号） （７号） （８号）

ソフトウェア開
発

機械設計 放送機器等操作 放送番組等演出 事務用機器操作
通訳、翻訳、速

記
秘書 ファイリング

100.0 7.6 4.7 0.6 0.2 19.5 0.4 0.9 2.1

男 100.0 15.0 9.5 1.0 0.4 8.1 0.2 0.0 0.2

女 100.0 1.8 1.0 0.4 0.1 28.5 0.6 1.6 3.7

（９号） （10号） （11号） （12号） （13号） （14号） （15号） （16号） （17号）

調査 財務処理 取引文書作成
デモンストレー

ション
添乗 建築物清掃

建築設備運転、
点検、整備

案内・受付、駐
車場管理等

研究開発

0.3 3.2 0.9 0.1 0.1 0.9 1.1 2.9 3.6

男 0.6 0.4 0.2 0.1 0.1 0.6 2.5 1.0 5.5

女 0.1 5.5 1.4 0.0 0.2 1.1 0.1 4.4 2.1

（18号） （19号） （20号） （21号） （22号） （23号） （24号） （25号） （26号）

事業の実施体制
の企画、立案

書籍等の制作・
編集

広告デザイン
インテリアコー

ディネータ
アナウンサー

ＯＡインストラ
クション

テレマーケティ
ングの営業

セールスエンジ
ニアの営業、金
融商品の営業

放送番組等にお
ける大道具・小

道具

0.3 0.3 0.3 0.0 0.0 0.5 2.1 0.5 0.1

男 0.7 0.2 0.2 - - 0.7 1.1 0.8 0.1

女 0.0 0.3 0.4 0.1 0.0 0.4 2.9 0.3 0.0

営業(24･25号を
除く）

販売 一般事務 介護 医療関連業務 物の製造
倉庫・搬送関連

業務

イベント・キャ
ンペーン関連業

務
その他

0.4 2.2 16.7 1.2 0.8 18.4 6.0 0.3 9.4

男 0.5 2.5 3.8 0.3 0.1 30.4 8.5 0.5 9.9

女 0.3 2.0 26.9 1.9 1.3 9.0 3.9 0.2 9.0

注：　「派遣労働者計」には、現在行っている派遣業務不明が含まれる。

性 派遣労働者計

政令で定める26業務

総 数

（続き）

政令で定める26業務

総 数

総 数

（続き）

政令で定める26業務

総 数

（続き）

政令で定める26業務以外の業務
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(２)  技術・技能の習得方法 

現在派遣先で就業している業務の技術・技能を習得した主な方法（３つまでの複数回答）を

みると、「派遣先で就業中の技能蓄積」が 51.7％と最も高く、次いで「派遣先の教育訓練」20.9％、

「派遣関係以外の勤務先で就業中の技能蓄積」18.4％の順となっている。 

これを最終学歴別にみると、いずれの学歴においても「派遣先で就業中の技能蓄積」が最も

高い割合となっているが、「通学制の学校・専門学校」は、「大学院修了」で 43.0％、「専修

学校（専門課程）修了」で 30.1％と他の学歴に比べて割合が高く、「独学（通信教育を含む）」

は、高学歴になるほど割合が高くなっている。（表 25、図５） 

 

表 25 性・在学の有無・最終学歴・派遣の種類、技術・技能の習得方法別派遣労働者割合 

 

 

複数回答３つまで（単位：％）

通
学
制
の
学
校
・
専
門
学

校

公
的
機
関
が
実
施
す
る
職

業
訓
練

独
学
（

通
信
教
育
を
含

む
）

派
遣
元
の
教
育
訓
練

派
遣
先
の
教
育
訓
練

派
遣
先
で
就
業
中
の
技
能

蓄
積

派
遣
関
係
以
外
の
勤
務
先

で
教
育
訓
練

派
遣
関
係
以
外
の
勤
務
先

で
就
業
中
の
技
能
蓄
積

そ
の
他

100.0 14.1 5.4 17.9 15.2 20.9 51.7 6.6 18.4 7.9 12.3

前 回 [ 平 成 20 年 ] 100.0 11.5 4.8 16.1 16.8 26.7 50.1 6.5 17.2 9.1 11.3

男 100.0 13.7 3.4 15.5 21.0 28.0 56.4 6.6 16.4 7.7 10.9

女 100.0 14.5 7.0 19.8 10.7 15.3 48.0 6.5 20.1 8.0 13.4

在 学 し て い な い 100.0 14.2 5.5 18.0 15.2 20.9 51.7 6.6 18.5 7.9 12.2

中 学 卒 100.0 1.4 2.1 10.6 12.5 17.1 27.4 6.2 10.0 6.8 43.7

高 校 卒 100.0 7.1 4.7 12.7 14.5 24.0 49.3 6.2 16.2 8.5 15.7

専修学校（専門課程）修了 100.0 30.1 5.5 18.8 13.0 22.4 53.8 4.5 13.1 9.1 8.3

高 専 ・ 短 大 卒 100.0 14.1 8.7 20.1 13.1 15.9 49.7 6.9 25.9 6.3 7.8

大 学 卒 100.0 16.8 5.7 24.9 19.0 19.4 58.8 8.4 21.9 7.3 6.1

大 学 院 修 了 100.0 43.0 0.1 31.4 21.1 18.9 73.2 5.2 25.6 10.6 0.3

在 学 中 100.0 12.4 0.8 6.3 20.4 35.5 67.0 - - 7.0 21.1

登 録 型 100.0 13.9 6.5 19.6 10.6 18.9 50.7 7.5 21.5 9.6 11.2

常 用 雇 用 型 100.0 14.3 4.4 16.4 19.4 22.8 52.7 5.7 15.6 6.3 13.3

注：　表側「総数」には、在学の有無・最終学歴不明が含まれる。

派 遣 の 種 類

性・在学の有無・最終学歴

・派遣の種類

派
遣
労

働
者
計

技術・技能を習得した主な方法

不

明

総 数

在 学 の 有 無 ・ 最 終 学 歴

51.7

20.9

18.4

17.9

15.2

14.1

6.6

5.4

7.9

12.3

0 10 20 30 40 50 60

派遣先で就業中の技能蓄積

派遣先の教育訓練

派遣関係以外の勤務先で就業中の技能蓄積

独学（通信教育を含む）

派遣元の教育訓練

通学制の学校・専門学校

派遣関係以外の勤務先で教育訓練

公的機関が実施する職業訓練

その他

不明

図５ 技術・技能の習得方法別派遣労働者割合（複数回答３つまで）

（派遣労働者計＝100）
（％）
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(３) 派遣元との雇用契約の期間 

現在の派遣元との雇用契約の期間をみると、「２か月を超え３か月以下」25.3％、「３か月

を超え６か月以下」20.0％、「期間の定めはない」17.3％となっている。 

これを派遣の種類別にみると、登録型では「２か月を超え３か月以下」33.5％、常用雇用型

では「期間の定めはない」28.0％が最も高くなっている。（表 26） 

 

表 26 性・派遣の種類、派遣元との雇用契約期間別派遣労働者割合 

 

 

(４) 労働時間 

ア ９月最後の１週間（平成 24 年９月 24 日～９月 30 日）の実労働時間数【新規調査項目】 

現在の派遣先での９月最後の１週間の実労働時間数をみると、「30～40 時間未満」が 36.3％

と最も高い割合となっており、次いで「40～50 時間未満」35.7％となっている。性別にみる

と、男では「40～50 時間未満」45.6％、女では「30～40 時間未満」44.7％の割合が最も高く

なっている。（表 27） 

 

表 27 性・派遣の種類、現在の派遣先での実労働時間数別派遣労働者割合 

 

  

（単位：％）

１日以内
２日以上

１週間以下

１週間を超え

30日以下

30日を超え

２か月以下

２か月を超え

３か月以下

３か月を超え

６か月以下

６か月を超え

１年以下

１年を超え

３年以下

３年を超える

期間の定めが

ある

期間の定めは

ない
不明

100.0 0.3 0.1 1.5 6.7 25.3 20.0 15.6 10.3 0.9 17.3 1.9

前 回 [平 成 20 年 ] 100.0 0.2 0.2 1.0 16.8 18.3 16.4 1.1 23.4 2.0

男 100.0 0.5 0.0 1.6 7.5 20.1 16.3 15.3 11.3 1.2 24.1 2.1

女 100.0 0.2 0.2 1.4 6.0 29.3 23.0 15.9 9.6 0.8 12.0 1.7

登 録 型 100.0 0.6 0.1 2.0 9.1 33.5 24.2 13.9 8.3 0.8 5.7 1.7

常 用 雇 用 型 100.0 0.0 0.2 1.1 4.4 17.7 16.2 17.2 12.2 1.0 28.0 2.1

注：1)　平成20年は「１週間を超え１か月以下」の数値である。

　　2)　平成20年は「１か月を超え３か月以下」の数値である。

派 遣 の 種 類

性・派遣の種類 派遣労働者計

派遣元との雇用契約の期間

総 数

20.61) 2)

（単位：％）

10時間未満
10～20時間

未満
20～30時間

未満
30～40時間

未満
40～50時間

未満
50時間以上

現在の派遣
先で働いて
いなかった

不明

100.0 1.7 5.0 7.7 36.3 35.7 9.3 0.1 4.2

男 100.0 1.6 2.7 7.3 25.6 45.6 14.5 0.1 2.7

女 100.0 1.8 6.8 8.0 44.7 28.0 5.3 0.1 5.4

登 録 型 100.0 2.2 4.8 7.1 40.4 31.9 7.4 0.1 6.0

常用雇 用型 100.0 1.2 5.1 8.3 32.5 39.2 11.1 0.1 2.5

性・派遣の種類
派遣労働者

計

９月最後の１週間の実労働時間数

総 数

派 遣 の 種 類
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イ 現在の派遣先での残業の頻度 

現在の派遣先での残業の頻度をみると、「まったくない」が 20.8％と最も高い割合となっ

ており、次いで「２～３日に 1回程度」19.6％、「ほとんど毎日ある」19.3％の順となって

いる。これを性別にみると、男では「ほとんど毎日ある」が 30.5％、女では「まったくない」

が 25.6％と最も高くなっている。（表 28） 

 

表 28 性・派遣の種類、現在の派遣先での残業の頻度別派遣労働者割合 

 

 

（５） 賃金 

ア 時間給 

現在の就業中の賃金（基本給、税込みの時間給換算額をいう。以下同じ。）をみると、「1,000

円～1,250 円未満」が 29.8％と最も高く、次いで「1,250 円～1,500 円未満」が 20.2％となっ

ている。「平均賃金」は 1,352 円となっており、これを性別にみると、男が 1,499 円、女が

1,237 円、派遣の種類別では、登録型が 1,264 円、常用雇用型が 1,435 円となっている。（表

29） 

 

表 29 性・派遣の種類、賃金階級別派遣労働者割合及び平均賃金 

 

 

  

（単位：％）

ほとんど
毎日ある

２～３日に
１回程度

ほぼ１週間
に１回程度

ほぼ２週間
に１回程度

ほぼ１か月
に１回程度

数か月に
１回程度又
はほとんど

ない

まったく
ない

不明

100.0 19.3 19.6 10.0 6.7 6.6 15.9 20.8 1.0

前回 [平成20年] 100.0 21.5 18.6 10.7 8.1 8.3 16.3 15.2 1.3

男 100.0 30.5 23.3 9.4 5.8 5.6 9.5 14.7 1.2

女 100.0 10.6 16.7 10.6 7.4 7.4 20.9 25.6 0.9

登 録 型 100.0 15.2 18.4 9.8 7.2 7.5 18.2 23.5 0.3

常 用 雇 用 型 100.0 23.2 20.8 10.2 6.2 5.7 13.8 18.4 1.6

性・派遣の種類
派遣労働者

計

残業の頻度

総 数

派 遣 の 種 類

(単位：％)

1,000円
未満

1,000円
～

1,250円
未満

1,250円
～

1,500円
未満

1,500円
～

1,750円
未満

1,750円
～

2,000円
未満

2,000円
～

2,250円
未満

2,250円
～

2,500円
未満

2,500円
～

2,750円
未満

2,750円
～

3,000円
未満

3,000円
以上

不明

100.0 20.1 29.8 20.2 14.5 3.7 2.9 0.8 1.0 0.7 3.0 3.2 1,352

前回 [平成20年] 100.0 19.3 35.5 21.3 12.4 3.1 1.9 0.5 0.6 0.4 1.9 3.1 1,290

男 100.0 15.8 33.2 15.8 11.2 4.4 5.4 1.7 1.9 1.5 6.4 2.8 1,499

女 100.0 23.5 27.2 23.7 17.1 3.2 0.9 0.1 0.3 0.0 0.3 3.5 1,237

登 録 型 100.0 19.2 31.0 24.4 16.9 3.3 1.8 0.4 0.5 0.1 0.4 2.1 1,264

常 用 雇 用 型 100.0 20.9 28.8 16.4 12.4 4.1 3.9 1.2 1.5 1.3 5.3 4.2 1,435

派 遣 の 種 類

性・派遣の種類
派遣労
働者計

賃金（時間給換算額）階級

平均
賃金

（円）

総 数
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イ 時間給への評価 

賃金に対する評価をみると、「満足していない」35.1％、「満足している」34.8％、「ど

ちらとも言えない」27.3％となっている。 

満足していないと回答した派遣労働者について、満足していない理由をみると、「派遣先

で同一の業務を行う直接雇用されている労働者よりも賃金が低いから」が 30.0％と最も高く

なっている。（表 30） 

 

表 30 性・賃金（時間給換算額）階級・派遣の種類、賃金に対する評価別派遣労働者割合 

 

  

（単位：％）

派
遣
先
で
同
一
の
業
務
を
行
う

直
接
雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者

よ
り
も
賃
金
が
低
い
か
ら

派
遣
先
で
同
一
の
業
務
を
行
う

他
の
派
遣
労
働
者
よ
り
賃
金
が

低
い
か
ら

自
分
の
能
力
や
職
務
内
容
に
見

合
っ

た
賃
金
で
は
な
い
か
ら

業
務
量
に
見
合
っ

た
賃
金
で
な

い
か
ら

そ
の
他

不
明

100.0 34.8 35.1 (100.0) ( 30.0) ( 10.2) ( 19.6) ( 23.8) ( 15.3) ( 1.2) 27.3 2.8

前 回 [ 平 成 20 年 ] 100.0 27.7 37.7 (100.0) ( 27.0) ( 14.6) ( 20.7) ( 20.8) ( 13.1) ( 3.7) 32.3 2.4

男 100.0 36.5 34.7 (100.0) ( 33.7) ( 9.2) ( 23.2) ( 22.4) ( 9.9) ( 1.5) 25.8 3.0

女 100.0 33.5 35.4 (100.0) ( 27.1) ( 11.0) ( 16.8) ( 24.8) ( 19.4) ( 0.9) 28.4 2.7

1,000 円 未 満 100.0 23.7 44.9 (100.0) ( 29.8) ( 11.1) ( 16.4) ( 34.6) ( 7.4) ( 0.8) 28.5 2.8

1,000 ～ 1,250 円 未 満 100.0 37.6 31.0 (100.0) ( 30.3) ( 12.4) ( 20.8) ( 22.4) ( 12.4) ( 1.8) 29.7 1.7

1,250 ～ 1,500 円 未 満 100.0 32.8 39.5 (100.0) ( 25.3) ( 10.5) ( 16.2) ( 18.6) ( 28.4) ( 1.1) 26.7 1.0

1,500 ～ 1,750 円 未 満 100.0 36.9 34.4 (100.0) ( 35.2) ( 8.9) ( 24.0) ( 15.0) ( 16.9) ( 0.0) 26.8 1.9

1,750 ～ 2,000 円 未 満 100.0 50.9 27.5 (100.0) ( 36.9) ( 5.0) ( 33.5) ( 15.2) ( 8.5) ( 0.9) 20.4 1.3

2,000 ～ 2,500 円 未 満 100.0 49.3 29.7 (100.0) ( 27.7) ( 0.2) ( 28.5) ( 27.9) ( 12.8) ( 2.8) 20.3 0.7

2,500 円 以 上 100.0 55.4 21.0 (100.0) ( 37.3) ( 2.6) ( 28.2) ( 15.2) ( 16.7) ( -) 22.0 1.6

登 録 型 100.0 32.8 36.5 (100.0) ( 30.3) ( 10.2) ( 16.4) ( 20.9) ( 21.1) ( 1.1) 28.8 1.9

常 用 雇 用 型 100.0 36.7 33.8 (100.0) ( 29.6) ( 10.3) ( 22.7) ( 26.7) ( 9.5) ( 1.3) 25.9 3.6
注：1)　（　）は、賃金（時間給換算額）に満足していない者を100とした割合である。
　　2)　表側「総数」には、賃金の時間給換算額不明が含まれる。

不
明

総 数

賃金（時間給換算額）階級

派 遣 の 種 類

性・賃金（時間給換算額）階
級・派遣の種類

派
遣
労
働
者
計

満
足
し
て
い
る

満
足
し
て
い
な
い

賃金（時間給換算額）に満足していない理由

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
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４ 苦情 

過去１年間に、現在の派遣先における就業について、苦情を申し出たことがある派遣労働者は

14.1％となっている。これを性別にみると、男は 9.2％、女は 17.9％と女のほうが高くなっている。 

苦情を申し出たことがあると回答した労働者について苦情の主な内容をみると、「人間関係・い

じめ」が 25.4％と最も高く、次いで「賃金」23.0％、「業務内容」21.6％の順となっている。また、

男では「業務内容」が 22.2％で最も高く、女では「人間関係・いじめ」が 29.3％で最も高くなって

いる。（表 31） 

 

表 31 性・派遣の種類、苦情の申し出の有無、苦情の内容別派遣労働者割合 

 

 

 

  

（単位：％）

業
務

内
容

指

揮
命

令
系

統

派
遣

期
間

賃

金

就

業
日

・
就

業
時

間
・

休
憩

時
間

・
時

間

外
労

働
・

休
暇

安

全
・

衛
生

個
人

情
報

の
保

護

人
間

関
係

・
い

じ
め

セ
ク

シ
ャ

ル
ハ

ラ
ス

メ

ン
ト

妊
娠

・
出

産
に

よ
る

不

利
益

な
取

扱
い

そ
の

他

不

明

100.0 14.1 (100.0) ( 21.6) ( 10.9) ( 2.4) ( 23.0) ( 10.1) ( 1.1) ( 0.7) ( 25.4) ( 0.8) ( 0.2) ( 3.5) ( 0.2) 84.9 1.0

前回 [平成20年] 100.0 16.3 (100.0) ( 22.8) ( 7.8) ( 1.2) ( 30.4) ( 13.4) ( 1.7) ( 0.3) ( 14.8) ( 1.0) ( 0.0) ( 4.7) ( 1.9) 81.8 1.9

男 100.0 9.2 (100.0) ( 22.2) ( 18.1) ( 3.4) ( 19.7) ( 14.1) ( 1.4) ( 0.6) ( 15.8) ( 0.1) ( -) ( 4.3) ( 0.3) 90.0 0.7

女 100.0 17.9 (100.0) ( 21.3) ( 8.0) ( 1.9) ( 24.4) ( 8.5) ( 1.0) ( 0.8) ( 29.3) ( 1.1) ( 0.3) ( 3.2) ( 0.1) 80.9 1.2

登 録 型 100.0 16.4 (100.0) ( 21.9) ( 10.9) ( 2.5) ( 29.0) ( 11.0) ( 0.9) ( 0.9) ( 17.5) ( 0.5) ( 0.4) ( 4.3) ( 0.2) 83.0 0.5

常 用 雇 用 型 100.0 11.9 (100.0) ( 21.3) ( 11.0) ( 2.2) ( 15.5) ( 9.0) ( 1.5) ( 0.5) ( 35.3) ( 1.2) ( -) ( 2.4) ( 0.2) 86.6 1.5

注：1)　苦情の申し出先は問わない。
　　2)　（　）は苦情を申し出たことがある者を100とした割合である。

苦情の内容 苦
情

を
申

し
出

た
こ

と
が

な
い

不
明

総 数

派 遣 の 種 類

性・派遣の種類

派
遣

労
働

者
計

苦
情

を
申

し
出

た
こ

と
が

あ
る
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５ 要望 

(１) 派遣元への要望 

派遣元への要望がある派遣労働者は 48.8％となっている。これを性別にみると、男 44.1％、

女 52.5％と女のほうが高くなっている。前回調査に比べ「要望がある」とした派遣労働者の割

合は低下している。 

要望があると回答した派遣労働者について、要望の内容（３つまでの複数回答）をみると、

「賃金制度を改善してほしい」が 56.5％と最も高く、次いで「継続した仕事を確保してほしい」

42.5％、「派遣契約が中途解除された場合、他の派遣先の確保をしてほしい」25.9％の順とな

っている。（表 32、図６、図７） 

 

表 32 性・派遣の種類、派遣元への要望の有無、要望の内容別派遣労働者割合 

 

 

 

（単位：％）

継

続

し

た

仕

事

を

確

保

し

て

ほ

し

い

賃

金

制

度

を

改

善

し

て

ほ

し

い

年

次

有

給

休

暇

を

取

り

や

す

く

し

て

ほ

し

い

労

働

・

社

会

保

険

に

加

入

し

て

ほ

し

い

安

全

管

理

・

健

康

管

理

を

充

実

し

て

ほ

し

い

福

利

厚

生

制

度

を

充

実

し

て

ほ

し

い

教

育

訓

練

を

充

実

し

て

ほ

し

い

苦

情

・

要

望

に

迅

速

に

対

応

し

て

ほ

し

い

派

遣

前

の

事

業

所

訪

問

等

を

求

め

な

い

よ

う

派

遣

先

に

説

明

し

て

ほ

し

い

派

遣

契

約

が

中

途

解

除

さ

れ

た

場

合
、

他

の

派

遣

先

の

確

保

を

し

て

ほ

し

い

そ

の

他

不

明

100.0 48.8 (100.0) ( 42.5) ( 56.5) ( 15.7) ( 3.3) ( 5.5) ( 15.4) ( 11.8) ( 13.4) ( 1.7) ( 25.9) ( 5.3) ( 0.0) 50.8 0.5

前回 [平成20年] 100.0 58.9 (100.0) ( 36.0) ( 60.1) ( 18.8) ( 4.0) ( 5.8) ( 22.5) ( 15.5) ( 19.7) ( 1.3) (  … ) ( 11.4) ( 0.1) 40.4 0.8

男 100.0 44.1 (100.0) ( 40.5) ( 64.2) ( 20.4) ( 2.4) ( 6.9) ( 11.8) ( 12.1) ( 13.5) ( 1.8) ( 19.3) ( 3.5) ( 0.1) 55.6 0.3

女 100.0 52.5 (100.0) ( 43.9) ( 51.4) ( 12.6) ( 3.9) ( 4.6) ( 17.7) ( 11.7) ( 13.3) ( 1.6) ( 30.2) ( 6.6) ( 0.0) 47.0 0.6

登 録 型 100.0 51.2 (100.0) ( 47.3) ( 54.7) ( 13.6) ( 3.4) ( 5.4) ( 16.0) ( 11.3) ( 11.7) ( 2.3) ( 30.6) ( 5.2) ( 0.0) 48.4 0.3

常 用 雇 用 型 100.0 46.6 (100.0) ( 37.8) ( 58.2) ( 17.8) ( 3.2) ( 5.7) ( 14.7) ( 12.4) ( 15.1) ( 1.1) ( 21.1) ( 5.4) ( -) 52.9 0.6

注：1)　（　）は派遣元への要望がある者を100とした割合である。
　　2)　平成20年は「派遣契約が中途解除された場合、他の派遣先の確保をしてほしい」の選択肢はなかった。

総 数

派 遣 の 種 類

性・派遣の種類

派

遣

労

働

者

計

派遣元への要望の有無

要

望

が

あ

る

派遣元への要望の内容（複数回答３つまで）

要

望

が

な

い

不

明

要望がある

48.8

要望がない

50.8 
不明

0.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

図６ 派遣元への要望の有無別派遣労働者割合

（派遣労働者計＝100）

（％）

56.5 

42.5

25.9 

15.7 

15.4

13.4 

11.8 

5.5 

3.3 

1.7 

5.3 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60

賃金制度を改善してほしい

継続した仕事を確保してほしい

派遣契約が中途解除された場合、他の派遣先の確保をしてほしい

年次有給休暇を取りやすくしてほしい

福利厚生制度を充実してほしい

苦情・要望に迅速に対応してほしい

教育訓練を充実してほしい

安全管理・健康管理を充実してほしい

労働・社会保険に加入してほしい

派遣前の事業所訪問等を求めないよう派遣先に説明してほしい

その他

不明

図７ 派遣元への要望の内容別派遣労働者割合（複数回答３つまで）

（派遣元への要望がある者計＝100） （％）
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(２)  派遣先への要望 

派遣先への要望がある派遣労働者は 36.6％となっている。これを性別にみると、男 31.3％、

女 40.8％と女のほうが高くなっている。前回調査に比べ、「要望がある」とした派遣労働者の

割合は低下している。 

要望があると回答した派遣労働者について、要望の内容（３つまでの複数回答）をみると、

「派遣契約期間を長くしてほしい」が 37.6％と最も高く、次いで「指揮命令系統を明確にして

ほしい」26.0％、「年次有給休暇を取りやすくしてほしい」19.9％の順となっている。（表 33、

図８、図９） 

 

表 33 性・派遣の種類、派遣先への要望の有無、要望の内容別派遣労働者割合 

 

 

 

（単位：％）

派
遣
契
約
外
業
務
を
命
じ
な

い
よ
う
管
理
し
て
ほ
し
い

指
揮
命
令
系
統
を
明
確
に
し

て
ほ
し
い

派
遣
契
約
期
間
を
長
く
し
て

ほ
し
い

派
遣
契
約
の
中
途
解
除
を
避

け
る
努
力
を
し
て
ほ
し
い

適
切
な
労
働
時
間
管
理
を
し

て
ほ
し
い

年
次
有
給
休
暇
を
取
り
や
す

く
し
て
ほ
し
い

職
場
で
の
い
じ
め
や
セ
ク
ハ

ラ
の
防
止
に
つ
い
て
責
任
を

持
っ

て
対
応
し
て
ほ
し
い

苦
情
の
申
し
立
て
に
対
し
て

迅
速
に
対
応
し
て
ほ
し
い

個
人
情
報
の
保
護
に
配
慮
し

て
ほ
し
い

職
場
環
境
（

安
全
・
衛
生

等
）

を
良
く
し
て
ほ
し
い

派
遣
前
の
事
業
所
訪
問
等
を

求
め
な
い
で
ほ
し
い

福
利
厚
生
施
設
を
利
用
さ
せ

て
ほ
し
い

そ
の
他

不
明

100.0 36.6 (100.0) ( 14.6) ( 26.0) ( 37.6) ( 18.3) ( 15.4) ( 19.9) ( 11.1) ( 9.9) ( 3.9) ( 12.2) ( 1.2) ( 12.2) ( 6.8) ( 0.4) 61.7 1.7

前回[平成20年] 100.0 46.4 (100.0) ( 17.3) ( 25.3) ( 27.8) ( 20.3) ( 12.0) ( 21.1) ( 9.1) ( 13.6) ( 3.6) ( 13.8) ( 0.7) ( 15.4) ( 15.8) ( 0.4) 52.1 1.6

男 100.0 31.3 (100.0) ( 12.0) ( 23.7) ( 39.7) ( 23.0) ( 19.3) ( 25.7) ( 6.9) ( 8.1) ( 1.7) ( 12.8) ( 0.8) ( 10.4) ( 4.8) ( 0.6) 66.9 1.8

女 100.0 40.8 (100.0) ( 16.3) ( 27.4) ( 36.4) ( 15.5) ( 13.0) ( 16.5) ( 13.6) ( 10.9) ( 5.3) ( 11.9) ( 1.5) ( 13.3) ( 8.0) ( 0.3) 57.6 1.6

登 録 型 100.0 39.6 (100.0) ( 15.3) ( 23.9) ( 41.9) ( 20.1) ( 10.4) ( 18.3) ( 11.9) ( 8.9) ( 4.6) ( 11.4) ( 2.1) ( 13.1) ( 7.7) ( 0.3) 58.9 1.4

常 用 雇 用 型 100.0 33.9 (100.0) ( 14.0) ( 28.2) ( 33.0) ( 16.4) ( 20.7) ( 21.7) ( 10.2) ( 10.8) ( 3.2) ( 13.1) ( 0.3) ( 11.2) ( 5.8) ( 0.5) 64.2 1.9

注：（　）は派遣先への要望がある者を100とした割合である。

総 数

派 遣 の 種 類

性・派遣の種類

派
遣
労
働
者
計

派遣先への要望の有無

要
望
が
あ
る

派遣先への要望の内容（複数回答３つまで）

要
望
が
な
い

不
明

要望がある

36.6

要望がない

61.7 
不明

1.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

図８ 派遣先への要望の有無別派遣労働者割合

（派遣労働者計＝100）

（％）

37.6

26.0

19.9

18.3

15.4

14.6

12.2

12.2

11.1

9.9

3.9

1.2

6.8

0.4

0 5 10 15 20 25 30 35 40

派遣契約期間を長くしてほしい

指揮命令系統を明確にしてほしい

年次有給休暇を取りやすくしてほしい

派遣契約の中途解除を避ける努力をしてほしい

適切な労働時間管理をしてほしい

派遣契約外業務を命じないよう管理してほしい

職場環境（安全・衛生等）を良くしてほしい

福利厚生施設を利用させてほしい

職場でのいじめやセクハラの防止について責任を持って対応してほしい

苦情の申し立てに対して迅速に対応してほしい

個人情報の保護に配慮してほしい

派遣前の事業所訪問等を求めないでほしい

その他

不明

図９ 派遣先への要望の内容別派遣労働者割合（複数回答３つまで）

（派遣先への要望がある者計＝100）
（％）
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６ 紹介予定派遣の周知状況 

紹介予定派遣の周知状況は、「知っている」47.9％、「知らない」50.8％となっている。これを

性別にみると、男は「知っている」が 31.5％、女は「知っている」が 60.8％と女のほうが高くなっ

ている。派遣の種類別にみると、「知っている」が登録型では 64.0％、常用雇用型では 33.2％と登

録型のほうが高くなっている。 

紹介予定派遣を知っている者のうち、今後紹介予定派遣を「利用したい」者の割合は 46.4％、「わ

からない」が 38.1％、「利用したくない」が 14.2％となっている。（表 34） 

 

表 34 性・派遣の種類、紹介予定派遣の周知状況、今後の利用希望別派遣労働者割合 

 

 

  

（単位：％）

利用したい
利用したく

ない
わからない 不明

100.0 47.9 (100.0) ( 46.4) ( 14.2) ( 38.1) ( 1.3) 50.8 1.2

前回 [平成20年] 100.0 46.5 (100.0) ( 42.7) ( 15.6) ( 40.8) ( 0.9) 52.8 0.7

男 100.0 31.5 (100.0) ( 34.1) ( 17.6) ( 46.9) ( 1.5) 67.5 1.0

女 100.0 60.8 (100.0) ( 51.5) ( 12.9) ( 34.5) ( 1.2) 37.8 1.4

登 録 型 100.0 64.0 (100.0) ( 52.1) ( 12.9) ( 33.7) ( 1.4) 35.1 0.8

常 用 雇 用 型 100.0 33.2 (100.0) ( 36.5) ( 16.7) ( 45.8) ( 1.1) 65.2 1.6

注：（　）は紹介予定派遣を知っている者を100とした割合である。

総 数

派 遣 の 種 類

性・派遣の種類
派遣労働者

計

紹介予定派遣の周知状況

知っている

今後の利用希望

知らない 不明



  

    
 

28 

７ 今後の働き方の希望 

派遣労働者の今後の働き方に対する希望は、「派遣労働者として働きたい」43.1％、「派遣社員

ではなく正社員として働きたい」43.2％、「派遣社員ではなくパートなどの正社員以外の就業形態

で働きたい」4.2％となっている。 

「派遣労働者として働きたい」労働者のうち、「常用雇用型の派遣労働者として働きたい」は

80.4％、「登録型の派遣労働者として働きたい」は 19.6％となっている。 

年齢階級別にみると、25～49 歳の各年齢階級では、「派遣社員ではなく正社員として働きたい」

が「派遣労働者として働きたい」割合に比べ高く、一方 20～24 歳及び 50歳以上の各年齢階級では

「派遣労働者として働きたい」割合のほうが高くなっている。（表 35） 

 

表 35 性・年齢階級・派遣の種類、今後の働き方の希望別派遣労働者割合 

 

  

（単位：％）

常
用
雇
用
型
の
派
遣
労

働
者
と
し
て
働
き
た
い

登
録
型
の
派
遣
労
働
者

と
し
て
働
き
た
い

100.0 43.1 (100.0) ( 80.4) ( 19.6) 43.2 4.2 4.5 4.9

男 100.0 46.5 (100.0) ( 90.8) ( 9.2) 41.4 1.1 4.9 6.0

女 100.0 40.5 (100.0) ( 71.1) ( 28.9) 44.7 6.6 4.2 4.1

15 ～ 19 歳 100.0 29.8 (100.0) * ( 93.7) ( 6.3) 44.0 1.2 1.2 23.8

20 ～ 24 歳 100.0 46.8 (100.0) ( 89.9) ( 10.1) 40.0 1.8 4.3 7.1

25 ～ 29 歳 100.0 35.3 (100.0) ( 81.2) ( 18.8) 52.4 2.8 5.9 3.5

30 ～ 34 歳 100.0 35.9 (100.0) ( 83.7) ( 16.3) 52.0 2.9 5.0 4.2

35 ～ 39 歳 100.0 39.1 (100.0) ( 67.8) ( 32.2) 48.5 2.9 4.0 5.4

40 ～ 44 歳 100.0 39.8 (100.0) ( 82.9) ( 17.1) 49.4 3.4 3.7 3.7

45 ～ 49 歳 100.0 40.3 (100.0) ( 82.2) ( 17.8) 44.9 3.9 4.2 6.8

50 ～ 54 歳 100.0 43.5 (100.0) ( 89.6) ( 10.4) 26.4 19.7 4.8 5.6

55 ～ 59 歳 100.0 73.2 (100.0) ( 91.0) ( 9.0) 20.7 3.2 1.3 1.6

60 ～ 64 歳 100.0 82.3 (100.0) ( 85.6) ( 14.4) 5.5 5.1 1.7 5.5

65 歳 以 上 100.0 76.9 (100.0) ( 57.7) ( 42.3) 2.3 3.7 9.6 7.5

登 録 型 100.0 37.3 (100.0) ( 53.2) ( 46.8) 49.8 3.6 4.9 4.3

常 用 雇 用型 100.0 48.5 (100.0) ( 99.6) ( 0.4) 37.2 4.7 4.1 5.5
注：1)　表側「総数」には、年齢階級不明が含まれる。
　　2)　（　）は派遣労働者として働きたい者を100とした割合である。
　　3)　「＊」はサンプル数の少ないものであるので、注意を要する。構成比の分母となる標本数が労働者数で９以下の場合、
　　　分母に付記している。

そ
の
他

不
明

総 数

年 齢 階 級

派 遣 の 種 類

性・年齢階級
・派遣の種類

派
遣
労
働
者
計

派
遣
労
働
者
と
し
て
働
き

た
い

派
遣
社
員
で
は
な
く
正
社

員
と
し
て
働
き
た
い

派
遣
社
員
で
は
な
く
パ
ー

ト
な
ど
の
正
社
員
以
外
の

就
業
形
態
で
働
き
た
い
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〔参考〕 

就業形態、性、雇用期間の定めの有無別労働者の状況【新規調査項目】 

 

１ 就業形態別労働者を雇用している事業所の割合 

平成 24 年 10 月１日現在で、一般労働者がいる事業所の割合は 97.6％、短時間労働者がいる事業

所の割合は 55.4％、臨時労働者がいる事業所の割合は 7.4％、派遣労働者がいる事業所の割合は

10.8％となっている（参考表１）。 

 

参考表１ 産業・事業所規模、就業形態別事業所割合 

 

 

  

  複数回答（単位：％）

雇用期間
の定めが
無い一般
労働者が

いる

雇用期間
の定めが
有る一般
労働者が

いる

雇用期間
の定めが
無い短時
間労働者
がいる

雇用期間
の定めが
有る短時
間労働者
がいる

(100.0) 100.0 97.6 94.6 27.1 55.4 30.9 26.4 7.4 10.8

( 0.1) 100.0 100.0 98.6 25.4 24.4 16.6 7.9 14.2 5.8

( 9.1) 100.0 100.0 99.1 21.0 23.8 16.0 8.3 6.2 12.0

( 11.4) 100.0 99.5 99.1 22.6 51.8 34.8 20.1 8.1 18.3

( 0.3) 100.0 100.0 100.0 32.8 42.3 7.5 35.9 11.1 12.5

( 1.9) 100.0 100.0 97.9 32.6 34.7 21.0 16.3 5.2 26.9

( 4.9) 100.0 99.3 98.4 32.2 36.9 19.0 19.2 8.3 13.6

( 25.6) 100.0 96.9 92.8 23.1 59.3 35.0 24.9 4.3 8.4

卸 売 業 ( 8.6) 100.0 99.5 99.0 26.6 34.9 18.6 16.5 4.4 15.3

小 売 業 ( 16.9) 100.0 95.5 89.7 21.3 71.8 43.4 29.2 4.3 5.0

( 2.7) 100.0 100.0 99.6 34.4 49.5 12.0 39.7 3.5 19.1

( 2.2) 100.0 99.4 98.7 32.4 39.8 16.8 23.9 5.8 17.6

( 3.0) 100.0 100.0 99.5 27.2 45.1 26.1 22.4 6.6 14.3

( 11.8) 100.0 91.6 83.6 23.6 73.0 42.6 32.2 2.1 4.2

( 4.7) 100.0 97.6 94.3 30.0 58.5 33.2 28.2 10.8 6.5

( 4.7) 100.0 97.5 95.3 42.1 69.9 20.9 54.1 21.5 11.0

( 10.6) 100.0 97.9 94.6 27.8 76.7 45.6 34.2 10.8 8.2

( 1.2) 100.0 100.0 99.6 58.6 35.6 4.4 32.7 11.7 5.7

( 5.7) 100.0 100.0 96.5 35.7 47.8 21.1 28.8 14.0 10.9

1,000人以上 ( 0.1) 100.0 100.0 100.0 81.5 82.9 24.0 67.7 10.2 80.5

300～999人 ( 0.5) 100.0 100.0 99.9 70.2 79.6 23.5 64.7 10.1 63.0

100～299人 ( 2.5) 100.0 100.0 99.4 60.1 75.7 22.8 58.5 9.9 41.8

30～ 99人 ( 13.4) 100.0 99.8 98.2 43.7 68.8 27.1 46.0 10.7 22.8

５～ 29人 ( 83.6) 100.0 97.2 93.8 23.1 52.5 31.8 22.0 6.8 7.5
注：1)　（　　）は、総数を100とした産業、事業所規模ごとの割合である。

　　2)　「一般労働者」とは、常用労働者のうち、短時間労働者を除いた労働者をいう（いわゆる「フルタイム労働者」）。
　　 　 「短時間労働者」とは、常用労働者のうち、１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者及び１日の所定労働
　　　時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者をいう。
　　　  「臨時労働者」とは、常用労働者に該当しない労働者（日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者の
　　　うち、平成24年８月又は９月に雇われた日数がいずれかの月において17日以下である者）をいう。

全事業所
派遣労働
者がいる

一般労働
者がいる

短時間労
働者がい

る

臨時労働
者がいる

  

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

事 業 所 規 模

産業・事業所規模

複 合 サ － ビ ス 事 業

卸 売 業 ， 小 売 業

サービス業(他に分類されないもの)

学術研究，専門･技術サ－ビス業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業

生活関連サ－ビス業，娯楽業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

総 数

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

産 業



  

    
 

30 

２ 就業形態別労働者の割合 

平成 24 年 10 月１日現在の一般労働者の割合は 73.7％、そのうち「雇用期間の定めが無い」労働

者の割合は 87.5％、「雇用期間の定めが有る」労働者の割合は 12.5％となっている。短時間労働者

の割合は 21.1％、そのうち「雇用期間の定めが無い」労働者の割合は 39.0％、「雇用期間の定めが

有る」労働者の割合は 61.0％となっている。臨時労働者の割合は 2.4％、派遣労働者の割合は 2.8％

となっている。 

男女別にみると、男では一般労働者は 86.5％、短時間労働者は 9.7％、女では一般労働者は 57.7％、

短時間労働者は 35.4％となっている。 

また、就業形態別に性別の割合をみると、一般労働者は男 65.2％、女 34.8％、短時間労働者は男

25.5％、女 74.5％、臨時労働者は男 36.7％、女 63.3％、派遣労働者は男 44.6％、女 55.4％となっ

ている。（参考表２） 

産業別に就業形態別の割合をみると、短時間労働者では、「宿泊業，飲食サービス業」が 49.1％、

「小売業」が 45.4％と他の産業に比べ割合が高くなっている。また、派遣労働者では「情報通信業」

で 9.1％と他の産業に比べ割合が高くなっている。 

事業所規模別にみると、事業所規模が小さくなるほど短時間労働者の割合は高くなっている。（参

考表３） 

 

参考表２ 就業形態、性別労働者数の割合 

 

 

  

（単位：％）

雇用期間の
定めが無い

雇用期間の
定めが有る

雇用期間の
定めが無い

雇用期間の
定めが有る

計 100.0 73.7 (100.0) ( 87.5) ( 12.5) 21.1 (100.0) ( 39.0) ( 61.0) 2.4 2.8

男 100.0 86.5 (100.0) ( 90.7) ( 9.3) 9.7 (100.0) ( 39.2) ( 60.8) 1.6 2.2

女 100.0 57.7 (100.0) ( 81.4) ( 18.6) 35.4 (100.0) ( 38.9) ( 61.1) 3.4 3.5

雇用期間の
定めが無い

雇用期間の
定めが有る

雇用期間の
定めが無い

雇用期間の
定めが有る

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

男 55.5 67.6 48.2 25.6 25.4 36.7 44.6

女 44.5 32.4 51.8 74.4 74.6 63.3 55.4

注：1)　（　）は、一般労働者、短時間労働者をそれぞれ100とした割合である。
　  2)　参考表１の注：2)を参照。

性

就業形態の割合

総数 一般労働者
 

短時間労働者
 

臨時労働者 派遣労働者

性

性別の割合

総数 一般労働者
 

短時間労働者
 

臨時労働者 派遣労働者

100.0 100.0

65.2 25.5

34.8 74.5
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参考表３ 産業・事業所規模、就業形態別労働者数の割合 

 

（単位：％）
  

雇用期間
の定めが

無い

雇用期間
の定めが

有る

雇用期間
の定めが

無い

雇用期間
の定めが

有る

(100.0) 100.0 73.7 64.4 9.2 21.1 8.3 12.9 2.4 2.8

( 0.0) 100.0 93.3 83.0 10.3 3.2 2.0 1.2 2.4 1.1
( 5.7) 100.0 90.8 83.9 6.8 3.7 1.8 1.9 1.6 3.9
( 17.7) 100.0 85.2 77.2 8.0 9.5 4.4 5.1 0.7 4.6
( 0.6) 100.0 93.6 90.4 3.2 4.2 0.4 3.7 0.6 1.6
( 3.3) 100.0 86.3 80.6 5.7 4.2 1.4 2.7 0.4 9.1
( 6.8) 100.0 83.9 73.5 10.4 12.7 3.7 9.0 1.3 2.2
( 19.2) 100.0 61.1 54.4 6.7 32.8 13.0 19.8 4.1 2.0

卸 売 業 ( 6.4) 100.0 88.5 82.0 6.4 7.6 3.3 4.3 0.9 3.0
小 売 業 ( 12.8) 100.0 47.5 40.6 6.9 45.4 17.9 27.5 5.7 1.5

( 3.1) 100.0 83.1 75.9 7.2 10.8 1.3 9.5 0.8 5.3
( 1.5) 100.0 81.6 69.6 12.0 13.3 3.8 9.5 1.4 3.7
( 2.8) 100.0 86.5 78.2 8.3 7.5 2.3 5.2 1.2 4.7
( 8.3) 100.0 49.0 37.5 11.5 49.1 22.7 26.4 1.2 0.7
( 3.7) 100.0 63.3 49.6 13.7 30.9 12.5 18.4 4.0 1.8
( 6.0) 100.0 75.2 65.4 9.8 19.4 3.9 15.4 4.1 1.3
( 12.8) 100.0 72.7 64.4 8.3 23.3 10.3 13.0 2.9 1.0
( 0.7) 100.0 89.0 75.2 13.8 7.1 0.8 6.3 3.2 0.7
( 7.7) 100.0 69.8 52.0 17.8 23.2 6.5 16.7 4.1 2.8

1,000人以上 ( 6.7) 100.0 80.9 70.1 10.9 13.8 1.2 12.6 0.6 4.6
300～999人 ( 10.3) 100.0 77.8 66.7 11.1 16.5 2.4 14.1 0.9 4.8
100～299人 ( 16.0) 100.0 75.8 64.7 11.2 19.0 4.5 14.5 1.5 3.7
30～ 99人 ( 26.3) 100.0 72.2 62.6 9.6 22.9 7.5 15.4 2.6 2.3
５～ 29人 ( 40.6) 100.0 71.5 64.0 7.5 23.3 12.9 10.4 3.3 1.9

注：1)　（　　）は、総数を100とした産業、事業所規模ごとの割合である。
　  2)　参考表１の注：2)を参照。

派遣労働
者

産業・事業所規模 総数
一般労働

者
短時間労

働者
臨時労働

者

学術研究，専門･技術サ－ビス業

総 数

産 業
鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業
建 設 業
製 造 業
電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 ， 郵 便 業
卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

事 業 所 規 模

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業
生活関連サ－ビス業，娯 楽業
教 育 ， 学 習 支 援 業
医 療 ， 福 祉
複 合 サ － ビ ス 事 業
サービス業(他に分類されないもの)


